
1 

洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会（第 2回） 

議事録 

♦ 日時：令和 6年 10月 28 日(月)14:00～16:50

♦ 出席者（委員）

赤松委員、阿部委員、飯田委員、浦委員、加藤委員、塩原委員、島委員、関島委員、

田中委員（座長）、原田委員、若松委員

♦ 出席者（関係省庁）

国土交通省 港湾局 海洋・環境課 海洋利用開発室

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課

風力政策室 

♦ 出席者（事務局）

環境省 川越 環境影響評価課長

加藤 環境影響審査室長 

會田 環境影響評価課課長補佐 

経済産業省 産業保安・安全グループ 前田 電力安全課長 

 産業保安・安全グループ 小西 電力安全課課長補佐 

 産業保安・安全グループ 長地 電力安全課係長 

いであ株式会社 黒川 環境技術部グループ長、萩原 自然環境保全部グループ長 

1.開会

【事務局/黒川】 

 定刻となりましたので、これより「第 2 回洋上風力発電におけるモニタリング等に関す

る検討会」を開催いたします。本日は、御多忙のところお集まりいただきまして、誠にあ

りがとうございます。私は本検討会の事務運営の委託業務を受託しております、いであ株

式会社の黒川と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、対面とオンラインのハイブリッド方式で開催しております。YouTube でも配信

しております。オンライン参加の皆様におかれましては、何点か御協力をお願いいたしま

す。御発言の際以外はカメラ・マイクをオフにしていただき、御発言の際にオンにしてい

ただくようにお願いいたします。御発言の際には挙手ボタンをクリックしてください。オ

ンライン会議室への入室許可は事務局において実施しますので、皆様におかれましては入

室許可をしないようにお願いいたします。何か通信トラブル等がございましたらチャット

欄に御記入いただき、事務局のほうへお知らせください。 

なお、本日、飯田委員はオンラインでの御参加となってございます。 

 それでは、会議に先立ちまして、経済産業省の前田電力安全課長より御挨拶を賜りたい

と存じます。よろしくお願いします。 

参考資料２ 
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【経産省/前田課長】 
 経産省の電力安全課長の前田でございます。よろしくお願いいたします。いよいよ洋上

のモニタリングの具体的な手法を議論する段階になります。まず、事務局のいであの皆様

には、情報を集めていただき誠にありがとうございます。これは事業者の方々のある種の

規範、ガイドラインになっていくものですので、ご出席の委員の皆様には、忌憚のない御

意見をいただき、我々もしっかりとまとめていきたいと思いますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 

【事務局/黒川】 
 ありがとうございました。続きまして、お手元の資料の確認をさせていただきます。本

日の資料は、資料 1「第 1 回検討会の概要」、資料 2「事業者が行うモニタリング等の内容」、

参考資料 1 から参考資料 3 という 5 部構成となっております。不足等がございましたら、

事務局まで御連絡ください。 

 これより先の議事進行については田中座長にお願いしたいと思います。それでは田中座

長、よろしくお願いいたします。 

【田中座長】 
 どうぞよろしくお願いいたします。この検討会も第 2 回目となりました。前回第 1 回が

7 月 30 日だったと思いますので、少し間が空きましたが、本日は具体的なモニタリング、

事後調査の手法や項目の選定、調査範囲等々について御議論いただくことになります。ど

うぞ忌憚のない御意見を頂戴したいと思います。 

 

2.議事 

(1)「第 1回検討会の概要」 

【田中座長】 

 それでは、本題に入ります。議事(1)ですが、資料 1の説明、これは前回の振り返りにな

るかと思いますが、よろしくお願いします。 

 

【経産省/小西補佐】 

 それでは資料1「第1回検討会の概要」について、経済産業省の小西より御説明します。 

 まず 1 ページ目をご覧下さい。第 1 回目の振り返りの資料を用意しました。第 1 回目の

検討会では、検討の背景と今後の検討方針の説明ということで、中環審の状況や風力発電

を巡る情勢を説明しつつ、モニタリングに関する基本的な考え方ということで要因、影響、

基礎という 3 つに分け、その考え方を御説明すると共に、現段階で想定されるモニタリン

グ項目の事務局案を御提示しました。 

第１回目は、全体像に関する御説明をしましたので、委員の皆様から幅広い御意見を頂

戴しました。このため、まずは頂戴した御意見、宿題について交通整理をしたいと思いま

す。 
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 まず 1 つ、モニタリングデータの取扱いについて、どのように管理・分析するか、そし

て具体的にどのような環境保全措置が講じられることが想定されるか環境保全措置に関す

る宿題などをいただきました。これらについては、第 3 回検討会においてこのモニタリン

グ結果をどのように扱うかというテーマを設定しており、そこで議論したいと思います。 

 また、国が行うモニタリングの内容やその手法についてのコメントも頂きました。これ

らについては今回の検討会の目的とは外れるものでもありますので、本検討会とは別のと

ころにて議論を進めたいと思います。 

 第 2 回の検討会で説明する点については、まず 1 つ、国と事業者が役割分担を行うモニ

タリングの全体像を説明して欲しいという話がございました。また、他国との比較につい

ては、前回の検討会で欧州の事例を御説明しましたが、環境が日本と似ているアジアなど

ほかの地域についても状況を参考にしたほうがよいとの御意見をいただきました。これら

については、資料 1 の後段で御説明します。また、前回御提示したモニタリングの対象項

目案について、それが対象となる理由を含めて具体的にして欲しいとのコメントもいただ

きましたので、これについては資料 2 で御説明する予定です。 

 続いて、2 ページ目をご覧下さい。モニタリングの全体像について整理した資料をご説

明します。国内外の事例を調べますと、幅広に項目を設定し、事業者がその事業を行う前

後について比較する調査設計が一般的でした。他方、実際にやってみますと、海洋環境は

時間軸・空間軸で変動が非常に大きく、気候変動の影響も受けるため、どれが直接的に洋

上風力発電事業で影響を受けたものか把握することが非常に困難でありました。そこで最

近は、事業者が行うモニタリングは風車により直接影響が生じる項目、それにより直接影

響が生じる項目を中心にモニタリングしていることが分かり、我々もそのような制度にし

たいと思っています。 

 なお、洋上風力発電事業の影響で、長期的・広域的な変動に関する情報、環境への影響

の程度、どのような形で影響するのかなど知見が乏しい項目の情報については、国による

調査や研究を行っていくことを検討する予定です。 

資料下部に示す図で説明しますと、ウィンドファーム A、B、C とあるのが風力発電のフ

ァームですが、その周辺については事業者の皆様にモニタリングしていただきます。また、

ここに鳥や海洋生物の絵を参考例に入れていますが、そういった幅広く広域的な部分につ

いては国が行う考え方です。 

 続いて 3 ページ目をご覧下さい。台湾と米国の事例の御報告になります。資料 1 の後段

に詳細な資料もご用意していますが、それを説明しますと時間を要しますので、冒頭の 2

ページに簡潔にまとめています。こちらは第 1 回目で御提示した欧州の事例の表に米国と

台湾を加えたものです。ポイントとしては、台湾は MSP について政府は行っていないもの

の、米国・台湾ともにモニタリングは事業者が行っているようです。 

 さらに4ページ目に少し詳細を記載しています。台湾は2012年から、FSの色合いが強い

のですが第 1ラウンドを開始。そして 2015 年から第 2ラウンドが開始されています。2021
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年からは台湾政府が SEA を実施する形で第 3 ラウンドも開始され、それぞれの仕組みに基

づき、洋上風力発電事業が進められています。モニタリング計画については、環境影響評

価審査委員会を設置し、そこで環境影響評価の結果などを基に、事業ごとに環境モニタリ

ングの計画が策定されるということです。こちらもモニタリングは事業者によって行われ、

その結果については台湾環境省のサーバーにアップロードするほか、事業者のウェブサイ

トで公開されることになっています。 

 また、米国については、東海岸を中心に現在 4 事業の洋上風力発電事業が工事中です。

米国の場合は州ごとに多少ルールも違うようですが、基本的にはモニタリングの項目、頻

度、場所については事業ごとに検討され、環境影響評価書にその内容が記載されるという

流れのようです。また、海洋エネルギー管理局において、モニタリングについてのガイド

ラインが整理され、モニタリング計画の内容は事業ごとに想定される環境影響に応じて策

定されるということです。こちらも事業に伴うモニタリングは全て事業者によって行われ

ています。 

 5 ページ目以降については時間の関係で今回は御説明しませんが、台湾や米国の現在の

情勢や、どちらの役所でどのような手続をしているかを資料の形でまとめていますので、

こちらは別途御覧ください。 

【田中座長】 

 ありがとうございました。資料 1 は前回検討会の要点と、それに併せて前回の宿題が出

た海外事例として、台湾と米国の事例について調べた結果の報告をいただきました。参考

資料により詳細な内容が整理されておりますが、海外の事例についてはここで一旦整理し

ておくという進め方にしたいと思います。何かこの内容について御質問がありましたらお

願いします。 

【赤松委員】 

 取りまとめをありがとうございました。第 3 回の検討会のテーマになると思いますが、

データの共有について、他国の事例、台湾、米国、欧州等の事例がどのようになっている

か、第 3 回で結構ですので、少し御紹介いただけるとありがたいと思いました。 

【田中座長】 

 次回に向けての要望ということで承りました。ほかにいかがでしょうか。 

【原田委員】 

 他国の事例として、特に私が前回、日本に環境が似ている台湾のことを調べていただき

たいと申し上げたところ、御丁寧に対応いただきまして誠にありがとうございました。参

考資料を拝見しますと、台湾もラウンドを重ねていく中でどんどん項目も充実してきてい

る状況が分かりまして、大変興味深く思っております。 

 これも次回以降で結構ですが、5 ページの最後のポツの第 2 ラウンド以降というところ

で、「関係者間に生じたコミュニケーションの課題に対処するために SEA が必要であると判

断し」とありますが、何か第 2 ラウンドまでに大きな課題があって、それが SEA で解決で
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きたというように読めるのですが、その辺りの経緯がもしお分かりになれば、もう少し教

えていただければと考えております。 

【田中座長】 

 これも次回に向けての要望ということで承ります。ほかにいかがでしょうか。 

 では私から。これも次回に向けての整理でよろしいかと思いますが、6 ページで、台湾

では具体的なモニタリング計画を定めて、環境チェックリストなどを用いてモニタリング

を実施しているという実施状況が整理されています。米国におけるモニタリングについて

は、8 ページの左下に、モニタリング項目の検討に当たって以下の項目に配慮するという

整理もされています。こうした台湾や米国でのモニタリングの具体的な項目、今日でいえ

ば資料 2 の中で事業者が行うモニタリング項目の選定について整理いただいていますが、

そうした海外のモニタリング項目の実施状況、また具体的な調査の頻度や範囲等が分かれ

ば、参考になると思います。次回に向けてもし情報が集められれば、整理いただければと

思います。 

【浦委員】 

 御紹介いただいた台湾の例で、先ほど第 3 ラウンドで SEA をやっているとのことでした

が、SEA をやるには、この海域にどういう環境がどこにあるとか、どういう生物がどこに

いるかという情報がある程度ないとできないと思います。この検討会でいうとベースライ

ンのような情報、どこにどういう環境があるかという情報を台湾はもともと持っていたの

か、その上で SEA をやっているのかどうかも、ぜひ次回に向けて調べていただけるとあり

がたいと思います。 

【阿部委員】 

 前回の検討会で出た意見に対して、こういった形で分かりやすく取りまとめていただい

て、ありがとうございます。モニタリングの全体像について、広域な情報や長期的な情報

は国が行い、事業者は直接影響を及ぼす要因について行うという整理をしていただいて、

それが 2 ページ目のスライドだと思います。3 ページ目では、日本については一部を国の

公的機関が、一部を事業者が実施、こういう形で整理していたと思います。しかし、海外

の事例と比較しますと、オランダは全て政府、その他の国は全て事業者となっており、日

本では国がやるような部分まで全てを事業者が行うのか、それとも事業者となっている部

分は直接的な影響のみをモニタリングすることになっているのか、その辺りが分かったら

教えていただきたいのですが。 

【環境省/會田補佐】 

 ありがとうございます。御指摘のとおり、モニタリングについて、図の色分けでは事業

者となっています。この後に議論させていただく様々な項目や知見のない項目も、ヨーロ

ッパではモニタリングは事業者となっています。以前も御紹介しましたが、英国ですと

ORJIP という組織をつくって因果関係の研究やどんな影響が起きているかという研究を、

オランダも政府という形で分類していますが、事業者さんも参画した Wozep プログラムと
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いう形で政府と事業者が一体となった組織をつくって対応しています。この色分けでは非

常に端的に分かれていますが、実態としては連携しながら進めています。 

【田中座長】 

 実態としては連携しながらということで、はっきりと分かれているわけではないという

ことですね。ほかはよろしいでしょうか。追加の御質問がありましたら最後にまた御発言

をいただく機会を設けたいと思いますので、次に進めさせていただきます。 

 

議事(2)「事業者が行うモニタリング等の内容」 

【田中座長】 

 それでは資料 2「事業者が行うモニタリング等の内容」を説明いただきます。この内容

は 2 つに分かれていまして、1 つは資料 2 の(ⅰ)「想定されるモニタリング項目の整理」、

もう１つは資料 2 の(ⅱ)の「事業者が行うモニタリングの具体的な内容」となります。前

段の説明をいただいた後に少し御議論いただき、引き続き後段の部分の説明及び議論をい

ただくという手順で進めます。それではよろしくお願いします。 

 

【環境省/會田補佐】 

 資料 2 について、環境省 環境影響評価課の會田より御説明します。 

 1ページ目は第1回検討会からの再掲となります。第1回の検討会では、モニタリングの

項目としてどのような項目があるかを以下のように整理しました。㋐として要因モニタリ

ング、つまり影響の要因となるデータを取得するということで、インパクトのデータを取

得するモニタリング、㋑として影響モニタリング、実際に起きている影響のデータを取得

するモニタリング、㋒として基礎データ、これらの影響が生じている状況に関連するもの

等の基礎データ、を収集する必要があるという形で整理しました。 

 2 ページ目も第 1 回検討会の再掲になります。これらの要因モニタリング、影響モニタ

リング、基礎データについて、どのようなデータを事業者さんに取得していただく必要が

あるか、また、難しい項目については国が取得していく必要があるのではないかというこ

とで、事業者と国の役割分担について考え方を整理しました。一例を申しますと、㋑の影

響モニタリングのうち、②影響が想定されると懸念の声は多いですが十分な知見がなくて

影響の程度もよく分からない項目については、国がしっかり研究を進める必要があるとい

う役割分担を整理しました。 

 3 ページ目は第 1 回の最終的な取りまとめということで、事業者さんが行うモニタリン

グ項目として想定される項目について、事務局から以下のとおりお示ししました。㋐の要

因モニタリングについては御覧の 4 項目、㋑の影響モニタリングに関しては御覧の 3 項目、

そしてこれらに関連する基礎データを事業者様にモニタリング対象としていただくのがよ

いのではないかという形で示しました。 

 今回の第 2 回検討会では、以下の 2 点について御議論いただきたいと考えています。 
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 1 つ目、想定されるモニタリング項目の整理ということで、御紹介した要因モニタリン

グ 4 項目と影響モニタリング 3 項目について、もう少し具体的にどのような状況について、

なぜ事業者さんにモニタリングしていただく必要があるのか、もう一度改めて 7 項目を丁

寧に御説明しますので、御確認いただければと考えています。 

 2 つ目、事業者が行うモニタリングの具体的な内容です。1 で整理した 7 項目について、

事業者さんが行うモニタリングの具体的な手法や調査範囲・地点、調査期間・頻度につい

て整理した事務局案を御用意しましたので、御議論いただきたいと考えています。 

 4 ページの下段には今後のスケジュールを掲載しています。今回の検討会は第 2 回目で

すので、具体的なモニタリングの内容をお示しします。今日御議論いただいて、いただい

た意見を踏まえながら第 3 回に事務局の修正案という形でモニタリングの具体的な内容を

お示しし、御確認いただきたいと考えています。また第 3 回検討会では、先ほども御紹介

しましたが、モニタリングデータの取扱い、個別事業で得られたモニタリング結果をどの

ように活用していくのかといった論点について議論したいと考えています。 

 本日の議題の 1 つ目、「想定されるモニタリング項目の整理」です。6 ページ目は再掲に

なりますが、第 1 回検討会でお示しした要因モニタリングの 4 項目、影響モニタリングの

3 項目がこちらになります。これらを 1つずつ改めて整理したいと思います。 

 1 つ目として、工事中の騒音です。これは空気中を伝わって生活環境に到達する騒音の

ことです。この工事中の騒音については、モノパイル杭打ち工事等の作業に当たって大き

な騒音が発生します。こちらは沿岸の住宅地などにも一定のレベルで到達し、生活環境へ

の影響が懸念されます。特に杭打ち機から発生する騒音は、機器ごとに発生する騒音の大

きさに関する情報がございません。陸域ですと、これまでの調査によって様々な建設機械

の発生源のレベルが、どれぐらいの規模の機械だとどれぐらいの音が出るかといった情報

の整備が十分されているので、事前の環境影響評価においてもこうした情報に基づいて予

測が行えるのですが、海域の工事に関してはまだまだ十分な情報がなく、事前の環境影響

評価においても予測の不確実性が大きい状況がございます。したがって、こういった発生

源に関する情報をまずしっかり整理していく必要があると考えています。また、工事中の

打設音の発生状況は、工事工程を管理しながら建設機器の大きさなどの情報と併せて測定

する必要がありますので、こちらは事業者さんにモニタリングを行っていただきたいと考

えています。 

 2 つ目として、工事中の水中音の伝搬状況です。モノパイル杭打ち工事等の作業に当た

って、大きな水中音が広範囲に到達するとされています。こういった水中音は、鳴音と聴

覚で個体間コミュニケーションを取ったり、採餌したり、移動したりしている海生哺乳類

に対して影響を及ぼすおそれがあります。先ほどの空気中の騒音と同じように、工種ごと

に発生する水中音の大きさ、「発生源のパワーレベル」という言い方をしますが、こうし

た情報が不十分です。したがって、事前の環境影響評価においても予測の不確実性が大き

く、きちんとしたアセスができないところがございますので、モニタリングを行って発生
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源に関する情報をしっかり整理していただく必要があります。こうした水中音の発生状況

は工事工程と併せて管理して情報を取得していく必要がありますので、事業者さんにモニ

タリングを行っていただきたいと考えています。 

 8 ページの右下に表がございます。環境省が昨年度調査した山形県や新潟県での水中音

によると、通常の状態の海域は 100 から 120dB ぐらいの音圧レベルとされています。船舶

の航行音、フェリーや漁船の例が記載されていますが、こうした音源から 100m のところで

130dB 前後の音となっています。これに対して杭打ちの水中音は、モノパイルとジャケッ

トの例がありますが、測定距離 750m で 179 から 194dB という大きなレベルになっていま

す。これは測定距離 100m に換算すると 200dB を超える大きな音となります。こうした音に

ついてきちんと発生源のデータを取得していきたいということです。 

 次に、工事中の水の濁りの拡散状況です。洋上風力発電設備の工事に当たっては、海底

を整地したり、洗掘防止のために海底面に岩を敷いたり、マウンドを造成したり、海底ケ

ーブルを埋設したりといった海底での工事が行われますが、こうした工事に伴って土砂の

巻き上げによる水の濁りが想定されます。9 ページの右下に 2 つの建設機械、これは海底

ケーブルの埋設のために使われるものですが、こういった機械を使って海底面で工事が行

われます。こうした水の濁りは貝類や海藻類等の生息環境に影響を及ぼすおそれがありま

す。こうした工事中に発生する水の濁りは、工事中ですので空間的にも時間的にも限定的

であるとは想定されますが、工種ごとに発生する濁りの程度、「発生原単位」といったも

のに関する情報が不十分です。従来の港湾工事や埋立て工事等で行われていた工法と違っ

て、海底ケーブルの埋設工事に関しては特に情報も不十分なので、環境影響評価において

予測の不確実性が大きい状況になっています。こちらの水の濁りの発生状況に関しても、

事業者さんの工事の工程と併せてマネジメントしながら測定していく必要があると考えて

おり、事業者さんにモニタリングをお願いしたいと考えています。 

 続いて、稼働中の水中音の伝搬状況です。洋上のウィンドファームになると何十基とい

う風車を設置することになりますが、こうした構造物を通じて水中音が広範囲に一定のレ

ベルで到達するということで、建設中の音に比べると大きくはないですが、広い範囲に、

長期にわたってこれらの音が海域に響き渡ることになります。こうした稼働中の水中音は、

レベルとしては大きくないですが、音を用いて生活している海生哺乳類等に対して影響を

及ぼすおそれがあります。風車の機種や基礎の構造などは様々ですが、こうした風力発電

設備から発生する音の大きさ、発生源のパワーレベルに関する情報はまだまだ不十分で、

事前のアセスメントにおいて予測の不確実性が大きい状況にございます。したがって、こ

れらの稼働中の音の状況についてもモニタリングして、発生源に関する情報をしっかり整

理していく必要があると考えています。こうした稼働音に関しては、風向・風速に応じて

風車の稼働状況も変動しますし、風車の機種や回転数といった基礎データと併せて管理し

測定していく必要があると考えられますので、こちらも事業者さんにモニタリングしてい

ただきたいと考えています。 
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 次に、稼働中のバード・バットストライクの発生状況です。風力発電設備のブレードの

回転等によって、鳥類やコウモリ類の衝突リスクが存在します。陸域の風力発電において

も多くのバード・バットストライクの報告がございますし、海外の洋上風力発電の事例に

おいてもバード・バットストライクの事例や懸念は多数報告されています。こうした海域

を利用している鳥類の飛翔状況を詳細に把握することは困難ですし、沖合に関しては事前

のアセスにおいても調査することがなかなか困難な状況の中、予測の不確実性が非常に大

きな項目になります。したがって、モニタリングすることによって、実際にバード・バッ

トストライクがどのような状況のときに、どれぐらい起きているのか、どんな種が当たり

やすいのかといった情報をしっかり収集していく必要があると考えられます。この後、詳

細な手法を御紹介しますが、例えば風力発電機にカメラを設置してモニタリングする手法

が考えられます。こういった手法に関しては風力発電機の基礎等に観測機器を取り付けて

いく必要があります。また、風向・風速やメンテナンス、施設の稼働状況と併せて把握し

ていく必要がありますので、事業者さんにモニタリングをお願いしたいということです。 

 続いて、工事中及び稼働中の海生哺乳類の生息状況に関するモニタリングです。先ほど

も御紹介した杭打ち工事や風力発電機の稼働によって、水中音が海域に一定程度伝搬して

いくことになります。こうした水中音は海生哺乳類に影響を及ぼすおそれがあります。こ

の工事中・稼働中に生じる水中音によって、事業サイト周辺に生活圏を持つ海生哺乳類の

生息状況がどのように変化したかという点についても、これまでの知見では、事前のアセ

スメントをしていくには十分な情報がございませんので、実態としてどのような状況なの

かをモニタリングによって情報収集する必要があると考えています。こうした海生哺乳類

の生息状況については受動的音響調査という機器による調査がございますので、工事中・

稼働中に海生哺乳類の生息状況がどう変化したかを工事工程や稼働状況と併せて、特に事

業サイト内に設置してモニタリングしていただきたいと考えています。したがって、こち

らの項目についても事業者さんにモニタリングを行っていただきたいと考えています。 

 続いて 7 項目目、稼働中の風力発電設備への付着生物等の状況です。洋上風力のサイト

となりますと、開けた広い一様な海域を選定されるケースが多く、こうした広い砂地の海

域に、新たに設備の基礎や洗掘防止工と呼ばれる海底に岩場を設ける施工がなされると、

今まで砂地しかなかったところに新たな構造物や岩場ができますので、新たな海生生物の

生息の場が生じます。海外の事例においても、こうした洋上風力発電設備の人工構造物に、

従来の砂地の海域であればここには存在しないとされていた生物が定着し、分布が広がっ

たという報告もございます。こうした新しい海生生物の生息の場の出現によって洋上風力

発電設備周辺にいろいろな生物等が付着したり、蝟集してきたりといった状況についても、

事前にどんな環境が形成されるかという予測は難しいです。これも基礎の構造やそれぞれ

の海域の特性に応じて異なってくると思いますので、これらの海中の構造物に付着したり

蝟集したりする生物等に関する情報をしっかりモニタリングしていく必要があると考えて

います。こうした洋上風力発電設備への付着生物を観察するには、もちろんメンテナンス
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の中で付着が好ましくないケースもあると思いますが、これらの構造物の維持管理も含め

て事業者さんに行っていただく必要があると考えていますので、こちらは事業者さんにモ

ニタリングを行っていただきたいと考えています。 

 第 1 回の検討会で挙げられた、要因モニタリングの 4 項目と影響モニタリングの 3 項目

の計 7 項目について、改めて影響と事業者さんにお願いしたい理由について御説明しまし

た。 

【田中座長】 

 ありがとうございます。事業者が行うモニタリングの項目を選定するに当たり、その項

目が選ばれる背景や理由、あるいは観点について項目ごとに整理いただきました。この内

容について、こういう点は御意見等がございましたら、お出しいただきたいと思います。 

【赤松委員】 

 非常にシンプルにまとめていただきました。2 ページの要因モニタリングと影響モニタ

リングのところでまず 1 つ意見です。要因モニタリングは物理計測ですので、これは皆さ

ん、あまり迷わずにできると思います。一方で、要因によって影響を受けるほうのモニタ

リングは、場所や対象の種類、あるいはどういった影響要因かによって測定方法が大きく

異なってくると思います。事前のヒアリングでお伺いしたところでは、この段階で種を特

定することはせず、ざっくり鳥類、海中の生き物、付着生物、そういうものを指摘して、

その中で現場の対象に合わせて種を選んでいく、種を選んだらそれに合わせてモニタリン

グ手法を選択していく、そういう流れでよろしいかという確認が 1 点です。 

【田中座長】 

 2 ページから、具体的な項目の 3 ページにかけてお尋ねがあったかと思います。若松委

員からも御発言をいただいた後、事務局からお答えいただきます。 

【若松委員】 

 私のほうはモニタリングが想定されている、特に海生生物について質問です。事前のヒ

アリングの際、海生生物の中で魚類などは漁業影響調査で対応というお話だったと思いま

すが、海生生物、特に底生生物は漁業影響調査の対象魚種でないものもかなり影響を受け

るのではないかと思いました。というのは、この資料の 9 ページですが、トレンチャーや

ウォータージェットで海底ケーブルの埋設などを行うときに、漁業対象魚種や生物以外に

もかなり大規模な影響がある中で、それにどのように対応してモニタリングするのかが見

えてこないところがあります。一方で、付着する生物に関しては付着生物全てという形に

なっているので、特に海生生物に関して事業者さんがどういった視点で対応するのか、整

理していただければと思います。 

【田中座長】 

 お尋ねの点は前段と後段に分かれていると思います。特に付着生物、あるいは工事に伴

う影響を生物影響としてどのように考えるかという考え方、もう一つは漁業影響調査の関

係と海生生物への影響という相互の関係をどう考えたらいいか、そんなお尋ねかと思いま
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した。お二人から出た意見等についていかがでしょうか。 

【環境省/會田補佐】 

 ありがとうございます。まず赤松委員から御質問をいただきました。物理項目は測定し

やすいけれども、生物に関しては対象をしっかり明らかにする必要があるのではないかと

いう御質問だと思います。具体的にモニタリングの内容を整理するに当たっては何を対象

とするのかという先生の御指摘については、資料 2 の(ⅱ)でそれぞれの項目について見出

しを設けて整理するようにしています。もちろん要因についても、物理的に計測はできま

すが、測りたいものが発生源なのかバックグラウンドなのかでも測り方は異なってくるの

で、その考え方を整理しています。 

 生物に関しては、2 つ目の若松委員の質問とも重複するので併せて御説明します。生き

物に関しては、まず音によって影響を及ぼすため、音との因果関係が明確な海生哺乳類に

ついては、このような形で事業者さんにモニタリングをお願いしたいと考えています。付

着生物については、事業者さんが設置した構造物によってどのような生物相が生まれたの

かという生き物の種類を一通り把握していただく。底生生物は甲殻類や軟体動物など、ど

ういったものがこの生息環境に現れたのか、また、それらを餌とする生き物がどのように

集まっているのか、そこはモニタリングをしていただくことを考えています。しかし、漁

業者さんによって漁業資源の対象として見られている生き物については、前後比較という

より、資源管理の観点からの関心が高いと思いますので、漁業影響調査の中で必要な設計

をしてモニタリングしていただくのがよいのではないかと考えています。 

【田中座長】 

 いかがでしょうか。御質問いただいた方で自分のお尋ねの趣旨と違うなどありましたら、

お出しいただきたいと思います。 

【赤松委員】 

 確かに計測手法に紐づいた対象種というのは、計測できるものしか対象種に挙げていな

いですね。しかし、計測できないあるいは計測手法が定まっていないけれども、その海域

で希少とか重要である種類についてはこぼれ落ちてしまっていると思います。このため、

先程に申し上げたように、最初に対象種はあまり明示せず、対象種は後から現場に合わせ

て選んでいく。その選んだ種に応じて計測手法を選んでいく。ただし、その計測手法は必

ずしも用意されているものではないので、この後段のところに用意されているもの以外の

ものを取り得る可能性もあるというように、少し自由度を残しておいたほうがいいのでは

という意見です。 

【若松委員】 

 私も赤松委員と同じのところが非常にあるのですが、漁業資源外でもその地域で重要な

種は当然出てくると思いますが、これだと抜けてしまう可能性があるとすごく危惧してい

ます。その部分はここできちんと拾える仕組みにしないと危ないと思います。漁業資源で

はないものは漁業影響調査では調査はしないので。 
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【環境省/會田補佐】 

 次回までに、今いただいた観点を踏まえて、改めてもう少し整理したいと思います。あ

りがとうございます。 

【田中座長】 

 浦委員、加藤委員どうぞ。 

【浦委員】 

 資料でいうと 12 ページ、生息状況の変化（6/7）のところです。今回、海生哺乳類の生

息状況変化を事業者が調べるべきということで載っていますが、参考資料 3 で台湾やアメ

リカの例を見ても、鳥のバードストライクだけではなく生息状況の変化についてのモニタ

リングは割と普通に行っているという状況になっています。しかし、今回ここに鳥が入っ

ていないのは、調査を行う必要がないという意味なのか、それとも事業者が行う必要はな

く、その代わり国がやりますという意味で載っていないのかが知りたいです。 

【加藤委員】 

 今回の整理において、特に調査結果、予測結果とその前後の比較を行わずに、風車の施

設の設置後の周辺海域の状況、環境の直接的な影響を捉えるということで非常に分かりや

すい調査手法になっているので、まず事業者にとってはやりやすい形かと思います。しか

しながら、実際にどういった費用が生じてくるのかとか、その規模感はこの状況では分か

らないので、採算性については何とも申し上げることはできませんが、事業者として最低

限の事業予測性がつくように、特に対象の生物とか影響については事前に限定的にしてい

ただいたほうがいいし、調査した上であまり影響がないとなれば、その後、その部分につ

いては外していく、こういったフィードバックがしっかりとできる仕組みをなるべく分か

りやすい形で組み立てていただければと思います。 

 また、調査すべき項目の調査手法についても、いろいろなやり方があると思います。カ

メラについても何か別の器具をつけるとか、あるいはどの程度の音を取るとか、設置の器

具についてもいろいろなタイプがありますので、なるべく我々事業者から見て、費用ある

いは事業の影響を考える面においては最低スペックというか、この程度のものを持って、

この程度のデータをしっかりと集めてくれということをできるだけ前もって示していただ

いたほうがやりやすいのではないかという意見を持っています。 

【田中座長】 

 具体的な調査の手法や範囲、あるいは頻度、そういうことの選定については、次の資料

2 の(ⅱ)でも御議論いただくかと思いますが、基本的な考え方として、事業者の立場から

こういうことをぜひ要望したい、あるいは意見として述べたいということで承りました。 

 オンラインで入っている飯田委員、いかがでしょうか。御発言をお願いします。 

【飯田委員】 

 私が気にしているのは、このモニタリングとモニタリングした結果をどういう措置に展

開するかということを想定しておかないと、どこまでの細かさで、どこまでの精度でやる
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のかが明確にならないのではないかと思います。 

 もう一つ、この後だと思いますが、調査期間によっては事業者の負担がかなり大きくな

ってしまうので、その辺はフレキシブルにできる形で議論が進められるといいのではない

かと思います。 

 10 ページ目のスライドで風車と音の関係が出ていますが、この論文はどちらかというと

単機というより累積される部分を懸念している論文で、こういうものは確かに事前のアセ

スではなかなか評価・検討が難しいので、そういうモニタリングを実施することは理解で

きると思いました。 

 13 枚目のスライドの海洋生物の件ですが、後半の分布する生物種の保護はかなり重要だ

と思っています。その地点で調べて、それがどう活用されるかによっても影響があると思

ったのと、先ほど事業者さんの O&M の中で実施してもらえればという話もあったのですが、

ものによっては風車に影響がないと言っている事業者さんもいるし、他方で型式によって

海流に対する応答性が変わってしまうものもあるので、その辺は注意が必要です。 

 もう一つ、事業期間というより、むしろこれを撤去したときにこの海洋生物たちがどの

ようになってしまうのかを懸念しているという話も聞いたので、その辺はどこまでを範

囲・期間にするかというのは丁寧な議論が必要かと思います。 

【田中座長】 

 何点か飯田委員からコメントをいただきました。ここまで浦委員、加藤委員、飯田委員

からいただきましたので、事務局にお願いしたいと思います。 

【環境省/會田補佐】 

 ありがとうございます。まず 1 つ目の浦委員からいただいた御意見です。御指摘のとお

り、鳥類への影響ということで、サイトの選定等によってバードストライクの状況も変わ

ってくるでしょうし、周りに生息地があるかないかということでも状況が変わると思いま

す。第 1 回検討会資料の振り返り部分でも御紹介しましたが、事業によるインパクトと、

それに対してどのような応答があるかという因果関係、つまり事業によって発生している

ものに関しては事業者さんの責任範疇でしっかり見ていただく必要があるのではないか。

例えば、インパクトとして新しい構造物ができました、それに対してどのような付着生物

ができましたというのは構造物を置いたことによって起きている現象ですので、そこはし

っかり捉えていただく。ただ、その生き物たちが、さらに連鎖して様々な環境の変化を呼

んでいくことについて幅広に調べていくことはなかなか難しいということで、まず事業の

インパクトと明確なところを、先ほどお話ししたような動物相としてしっかり把握してい

くことが必要ではないかと整理した次第です。 

 鳥類に関して、事前の環境調査は環境省で今後行います。したがって、そのとき周りに

集団繁殖地や集団で集まってくる場所があるのかないのか、どのような行動をとっている

のかは事前の環境調査で一定程度明らかにした上で、必要があれば、それとの関係性も踏

まえて事業に伴うバードストライクのファクトをしっかり集めていくことで整理できるの
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ではないか。その後、広域的な場所選びに生かせる情報があれば、事業者さんのモニタリ

ング結果を集めた上で国が解析していき、次回第 3 回の話題になりますが、得られた調査

結果の活用に生かしていけるのではないかと考えています。 

 2 つ目に加藤委員からいただきました。ざっくり申し上げると、スペックを明確にする

必要があるということだと理解しています。次の資料 2 の(ⅱ)において期間や地点、やり

方をできるだけ具体化してお示しするように努めています。一方で、設備やサイトの海洋

環境の相異など、コンディションが異なれば地点数や期間の考え方も変わってくるケース

があるかもしれません。そこについては資料 2 の(ⅱ)で一般的な考えに基づいて事務局案

をお示ししていますが、この考え方で妥当かどうかはまた引き続き御議論いただければと

思います。 

 3 つ目は飯田委員からいただきました。特に付着生物ですね。構造物に付着した海生生

物に関して、撤去についてはどうするかという御意見をいただきました。一昨年度、海洋

構造物の撤去に関しては、海洋汚染防止法の規定に対してどのように扱っていくかが議論

され、検討会の検討結果が取りまとめられました。海防法上は貸与期間が終わったら原則

撤去ですが、魚礁など有益で残しても問題ない場合には、そのときに検討しながら考えま

しょうという取りまとめになっています。今我々が対象としているモニタリングの範疇は、

撤去までは射程を伸ばさずに、設置した後どのように事業者がモニタリングしていくかに

注目したいと思っています。もちろんこのモニタリング結果を蓄積していけば、その後の

撤去等のときにどうするかということに資する情報も蓄積されていくのではないかと考え

ております。 

【田中座長】 

 3 人の委員で、御自身がお尋ねしたのと趣旨が違う、あるいは、この点をもう少しはっ

きりしてほしいということがあれば、追加でお願いいたします。また、他の委員もご発言

をお願いいたします。 

【浦委員】 

 鳥の生息状況の変化について、最近、海外では事業者ではなく行政機関が行うという流

れがあるのであれば、それは示したほうがいいと思います。これまでの参考資料を見てい

ると、基本的に事業者が対象海域の鳥類モニタリングを行うことが普通であると見えてし

まう中で、ではなぜ鳥は事業者がやらなくていいのかという説明はしっかりしないといけ

ないと思います。 

【加藤委員】 

 付け足す点は先ほど指摘したとおり、調査の結果、新しい事実が見つかってあまり影響

がないとか、もっと影響が大きいとか、どちらもあると思いますが、もしあまり影響がな

い場合には、次の段階ではその調査をモニタリングの要項から落としていく、そういった

フィードバックがきちんとできるように、その結果が出ても実行するのにまた 10年もかか

っていては意味がないわけですから、例えば何年以内に影響が感知されなかったら項目を
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見直す、こういったことをガイドラインの中にぜひ盛り込んでいただければと思います。 

【原田委員】 

 特に付着生物や蝟集については、着床と浮体では検討する点が相当異なると考えており

ます。例えば福島の事例では、ダイナミックケーブルにフジツボなどの海中生物がたくさ

んついてケーブルが沈降したので、ケーブルに付着しないような塗料を塗るとか、そんな

話もありましたし、魚礁効果は浮体のほうがむしろ着床よりあって、浮体を撤去するとそ

れがなくなるとか、検討事項が浮体と着床で違うことが幾つかあります。そもそも打設の

有無などあると思いますので、特に付着生物等については浮体と着床の違いにも触れてい

ただくとよいと思います。 

【関島委員】 

 今回、事業者の方にお願いする要因モニタリングと影響モニタリングの関係を分かりや

すく説明していただいて理解が深まったと思います。事前の説明で、海洋環境は時間的・

空間的に変動性が非常に大きく、そのような変動の中でこの事業の影響だと言い切れる部

分がないということで、事業者の方に要因モニタリングを直接していただいた上で、影響

モニタリングと紐づけていくということだと思います。ただ、先ほど環境省から事前モニ

タリングの際の話が出てきましたが、要因モニタリングをして、その後影響モニタリング

をしたからといって、因果関係がダイレクトに結びつけられるケースはないと思います。 

 そのために、このような評価の場合には、どのような系であってもコントロールの設定

が不可欠と考えます。例えば、事前と事後の比較とか、あるいは事後だけで評価するので

あれば、事業実施区と事業の影響がない地区とを比較する中で、差分を見て影響を評価し

ていくしかないと思います。それがないと、何をもって事業の影響だと言い切るのかが非

常に曖昧になってしまう。さらに、どの程度の環境変化が認められた場合、環境へのイン

パクトが大きい、もしくは小さいと判断するのか、その指標がない。このことを持ち越し

てそのまま進んでしまうと、これを審査する側も判断基準がないまま結局評価できないと

いう、ファジーな部分がずっと残り続けてしまうのではないか。もしこのような評価系を

用いるのであれば、何をもって影響があるのか、それともないのかを評価するガイドライ

ンをあらかじめ考えておかないと、先ほど飯田委員も触れていましたが、その辺りを明確

にしていただかないと結局評価にならないと私は考えます。いかがでしょうか。 

【阿部委員】 

 私はアセス図書の審査をしておりまして、そういう観点から図書のまとめ方といった観

点で少し質問させていただきます。あまり本質的な話ではないかもしれませんが、今回の

検討会で最初に入り口としてモニタリングということで幅広に整理し、要因モニタリング

と影響モニタリングという形で分かりやすく示していただいたのはよかったと思いますが、

一方でアセスに関していうと、それぞれ項目ごとに影響予測が行われ、その結果、不確実

性があった場合に事後調査や環境監視という形でモニタリングを行う、そういう立てつけ

になっていると思います。それを考えたときに、どの項目でどのモニタリングを実施する
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かを整理されたほうがいいと思います。 

 例えば工事中の打設音であれば、これは恐らく騒音の項目になると思います。ただ、水

中音に関しては生活系の騒音ではなく、恐らく海生哺乳類を想定されていると思うので、

その辺りは整理しておいていただきたい。そうすると、これは後で出てくる海生哺乳類の

生息状況と同じ項目に対するモニタリングになると思います。水の濁りは恐らく「濁り」

がそのまま影響評価項目になっていると思いますので、そこに対応すると思います。そう

なっていった場合、バードストライクは分かりやすいですが、付着生物は海生動物の底生

生物になるのかどうか、その辺りは確認したいと思います。影響予測に対するモニタリン

グというのが通常の立てつけになっているので、そこのところを少しお聞かせいただけれ

ばと思います。 

【田中座長】 

 ほかによろしいですか。それでは事務局、回答をお願いしてよいですか。 

【環境省/會田補佐】 

 ありがとうございます。4 名からいただきまして、一番初めに浦委員から追加でいただ

きました。バードストライク以外の国のモニタリングも、もう少し広域的なモニタリング

が必要なところは海外でもいろいろやっているというところは丁寧に説明する必要がある

ということでした。前段では十分説明できていませんでしたが、鳥類に関しては資料 1 で

もお話ししたように、広域的・長期的な変化は別途把握する必要があるということで、こ

れは国の分担という形で整理しています。渡り鳥など、サイトだけを見ていてもなかなか

分からない情報については国で調査し、今回の検討会では国のメニューを御検討いただく

ことはありませんが、それぞれ懸念される影響については別途専門家の方々の御意見をい

ただきながら、国が行うモニタリングはどうあるべきかの検討を進めていきたいと考えて

います。 

 2 つ目は原田委員からいただきました。付着や蝟集に関しては浮体と着床でも状況が大

分違うのではないかということで、この辺りは次回に向けて、これまでの事例とか、どん

な点が異なってくるのか、委員がおっしゃるように、付着は漁業者さんにとっては喜ばし

くても、機器のメンテナンス上はいろいろな課題もあると思いますので、少し整理して御

報告したいと思います。 

 関島委員からいただきました。インパクトとレスポンスだけではなく、コントロール、

環境の変化についてもベースラインとして把握していく必要があるのではないかという御

指摘でした。ベースラインの変化は、どちらかというと国で調べていく必要がある方に分

類されると考えています。そこはどれぐらいのレベルで、どれぐらいの規模感でやってい

くかは、またそれぞれ検討していかなければいけない課題かと思いますが、少なくとも明

らかに事業者さんがやるべきモニタリングとしては、事業者さんのインパクトと、それに

応じてレスポンスが起きているところについて、まずしっかりスペックを決めて、事業者

さんの責務としてやっていただくという観点で今回まとめております。 
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 最後に阿部委員からいただきました。アセス項目との関係ということで、こちらも昨年

度に取りまとめた洋上風力の技術ガイドにおいて、従来の海生生物の項目ではなく、場と

して扱ってはどうか、生態系としてまとめて俯瞰してみてはどうかという形で提案してい

ますが、実際のアセスの中で行われる分類群ごとの調査やアセス項目との関係も、次回に

向けて少し整理したいと思います。 

【関島委員】 

 ただ今、環境省の會田補佐から説明をいただくことで理解は深まり、国が担っていく部

分、あるいは事業者が担っていく部分を差別化しながら対応させていく点は理解できまし

た。しかし、そうであれば、見る視点はきちんと共通項をそろえて、すり合わせをしなが

ら、最終的にどのように落とし込んでいくのか、何をもって比較していくのか、事業者と

国の間でしっかりとすり合わせて評価系を作っておかないと、後々、合わない、あるいは

紐づけられないということにななりかねないので、より密な連絡網・調整網が必要になっ

てくると思います。逆に言うと、そのようなものを早期に「見える化」しておかないと、

後でコントロールがない、あるいは比較すべきものがないということになってしまうこと

を危惧します。 

 繰り返しになりますが、私は要因モニタリングと影響モニタリングの関係だけで必ずし

も影響が評価できるわけではないと思うので、その部分をどのように評価するのか、考え

られていることをもう少し具体的に、明確にしたものを作り上げていただきたい。さらに、

環境影響がこの程度出たときに、それをもって「影響がある」もしくは「影響がない」と

評価するのかを、具体的な事例で考えていただきたいと思いました。 

 もう一点は、先ほど阿部委員からの質問に回答されていましたが、これは事後モニタリ

ングですよね。事後モニタリングの話は、アセス項目と完全に対応させていく必要性がど

の程度あるのかがよく分かりませんでした。現在、事後モニタリング自体、評価系として

あまりしっかりしたものがないので、事後モニタリングとアセス手続きとのすり合わせ

（対比）は陸上風力においてできていないと考えます。そのような意味で、阿部委員の質

問に対して、その辺を詰めていく必要があると環境省・會田補佐が回答されていましたが、

どの程度、対応させていこうとしているのかを教えていただきたい。 

【田中座長】 

 今、関島委員から 2 点について追加のコメントをいただきました。いかがでしょうか。 

【環境省/會田補佐】 

 国が行うモニタリングと事業者さんが行うモニタリングを連携していかないといけない

部分は御指摘のとおりと思います。資料 1 でも整理しましたように、サイト内で起きてい

ること、直接的なバードストライクの実態についてカメラ等でしっかり把握するところは

まず事業者さんにお願いしていきたいと思います。それ以外に、サイト内でどこまで事業

者さんにインパクトとして把握していただくやり方があるのかは、この後の資料 2 の(ⅱ)

を御説明をした後、第 3 回に向けて検討したいと思います。変動が長期的であったり、広
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域的であったり、海生生物もそうですし鳥類もそうだと思いますが、大きく変動している

部分を把握していく必要があるのか。サイトの中で事業者さんに把握していただくのは、

サイト内で起きている事象とし、それ以外の広域的・長期的に起きる事象を一旦分けて、

モニタリングの担当を分ける形で設計しています。 

 2 つ目の関島先生からのアセス項目の話ですが、現行のアセスにおいても、予測の不確

実性がある場合は事後調査、もしくは環境監視という形で事後に起きることをモニタリン

グしていただいていますが、第 1 回検討会でも議論したように、洋上風力は知見が少なく、

事前のアセスメントの中できちんと予測評価して影響が低減できているかを判断して前に

進めるのは非常に難しいため、モニタリングを強化して充実していく、つまり、まずはモ

ニタリングで何が起きているかを把握していくということで、今回はまずモニタリングの

ガイドラインを先にして、個別のアセスによってモニタリング項目を洗い出すのではなく、

全体的に洋上風力のモニタリングで事業者さんにお願いしたい部分を、まとめていこうと

いうことです。アセスとの関係についてはモニタリングのガイドラインと、第 3 回でも議

論するモニタリングのデータをどう扱っていくかということも含めて検討します。そうす

ればアセスにおいてもどう扱うか、どうフィードバックしていくかも見えてくると思いま

す。 

【関島委員】 

 モニタリングの結果をどのように反映させていくかという点に関して、それはまた後で

議論されるのかもしれませんが、事後モニタリングとして考えるのであれば、事前のアセ

スメントに反映させていくフィードバックが当然考えられているわけですよね。今回の議

論の仲では、そこが全く見えてこない。事後モニタリングの話しが先行しているのですが、

事後モニタリングがその後の事前アセスにきちんとフィードバックされるのか、そこはこ

の後に議論されるのですか。どこで議論されるのでしょうか。 

【田中座長】 

 それはもう整理がされていると。要するに事前アセス、事前調査で不確実であるとか、

調査が困難であるとか、知見が乏しいといった場合、事前アセスでなかなか追究し切れな

いところは事後モニタリングでやりましょうと。一旦そういう整理になっています。 

【関島委員】 

 事後モニタリングの結果が、さらに以降の事前アセスに反映されてくるという理解でよ

ろしいのでしょうか。 

【環境省/會田補佐】 

 第 1 回にフローでお示ししましたが、個別の事業で得られたモニタリングの知見に関し

ては今後の事業に生かせるように検討していきます。各事業者さんから出てきたモニタリ

ングデータについては一旦国にデータを集約し、国のほうで分析して次の事業に生かせる

ように、専門家の皆さんのお力もいただきながら、どのような形で次のアセスに生かして

いくかと。このガイドラインもまた必要に応じて改訂していくという形で進めていければ
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と思っています。 

【赤松委員】 

 私は関島委員の、特にコントロールが必要だという御意見には本当に賛成します。12 ペ

ージに、工事中に大きくスナメリが減ったというデータがございます。これはコントロー

ルもきちんと取っています。この風車建設地から 2km 離れたところで全く同じプロトコー

ルでやると、工事中でも影響がなかったというデータがあります。そこまでやって初めて、

確かに工事中の影響があったということが言えるわけです。この委員会で検討している文

案を検索してみましたが、「対照」は一言も出ておりませんが、関島委員のおっしゃるよ

うに、検出力という点から対照点を設けるということをどこかに明示する必要があるので

はないかと思います。 

 もう少し引いた視点からいいますと、計測手法に要求される要件をここに書いておいた

らいいのではないかと思います。それも非常に簡単なことで、きちんと検出できる手法を

選んでくださいということです。例えば、よく刺し網で漁獲調査をやりますが、私からす

ると、あの調査はあまり検出力が高くありません。年に一遍とか、年に四遍とかやって、

取れた魚をリスト化するだけなので、たまたまという要件が非常に多いです。このため、

対照点を設けることも検出力を上げる一つのやり方ですが、計測手法を選ぶ要件という項

目をどこかに新設して、こういう検出力がきちんとあるものを選んでくださいということ

を一言入れていただくとよいかなと思いました。 

【阿部委員】 

 関連で、今、赤松先生から海生哺乳類の話を出していただきましたが、現行のアセスで

も海生哺乳類の受動的音響調査に関しては事前と事後が取れるということで、そこはしっ

かりやってくださいという話になっていて、事業者さんもそれはよく理解されていると思

います。確かにこうした生息状況の変化については、事前・事後を取る場合はコントロー

ルも取らないと分からないということで、事前・事後とコントロールを取る調査がやりや

すいと思います。そこは関島先生が言われたように、コントロールをしっかり取っていた

だくことは非常に重要かと思います。 

 一方で、例えば風車ができてから鳥が当たったか当たらなかったか、あるいは付着がど

れぐらいつくかは、風車を設置する前の事前調査は同じような形ではできないわけです。

そうすると、そこは発想を変えていく必要があるということで、先ほど環境省さんからの

説明では、事前・事後で生息環境の変化を見ていくところは国のほうでしっかりやるとい

うお話もあったので、事前・事後でモニタリングするという流れでの国と事業者の役割分

担と、事業者がやる中で事後に何かを設置したときにどう変化したかを見る形とを、少し

整理していただかないと、議論がごちゃごちゃになっている気がするので、そこは整理し

ていただきたい。どこに事前・事後、コントロールのデザインが必要か、一方で、事後で

何かができたときに見ていくという別の視点での調査になるのか、そこは少し整理が必要

かなと今の議論を聞いていて思いました。 
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【田中座長】 

 いずれも関島委員の指摘から始まって大事な論点かと思います。事後モニタリングとは

称するのですが、実際に本当に事後の調査だけでよいのか、という御指摘を今いただいた

かと思います。 

【環境省/會田補佐】 

 この後、資料 2 の(ⅱ)でしっかり個別の項目について地点などの考え方を整理しますが、

考え方として、まず事前と事後を比較するかどうかの観点は、資料 1 の 2 ページ目のスラ

イドでも御紹介したように、事前と事後をそのまま比較するやり方で洋上風力発電所がで

きたことによるインパクトを抽出するのは非常に難しいので、ヨーロッパでも最近、スキ

ームのチェンジがなされていると聞いています。このため、インパクトとレスポンスの関

係にきちんと着目して応答をしっかり調査するという形の調査設計をしようという考え方

で今回は臨んでいます。したがって、事前に一定の調査、事後に一定の調査、その調査の

差分を比較するという設計では難しいので、事後でインパクトとレスポンスに着目したモ

ニタリングを基本的な考え方として設計しているということがまず 1つあります。 

 それとは別に、サイト以外も含めて広域的にいろいろとベースラインが変化してしまう

ものすなわち、広域的・長期的なものは国でベースラインをしっかり把握していく必要が

あることは国の宿題として認識しています。私が事前・事後という言葉を、アセスの調査

とモニタリングという言葉ではなく、そういう形で捉えているということをまずお伝えし

たいということが 1つ。 

 対照区を設けるか設けないかに関しては、個別の項目ごとに影響の範囲とか、対照区を

設け得るのかどうかということもあると思いますので、この後、資料 2 の(ⅱ)の個別の項

目の調査地点や範囲の考え方の中で、個別の項目ごとに御検討いただいて御意見をいただ

ければと思います。 

【田中座長】 

 かなり重要な分岐点になる議論かと思います。今までの委員の御議論、事務局の回答で、

事業者が事前の調査をどこまでやるかという話はありますが、そこは国が本来やるべきだ

という議論もあると思います。いわゆるセントラル方式で国が調査をする、たしかそうい

う範囲の設定があったかと思います。それが一つベースラインとなって事業がある程度進

捗し、工事や施設稼働が始まった段階で調査し、そこと対比した中で、対照区というか、

対応する中で差分を見ていく、そういう設計かと思います。そうしたことをきちんとしな

いと、影響が本当に出たかどうかが分からないし、次の保全措置につながるステップにも

ならないのではないか。そんな御指摘が委員のほうから出たかと思います。そこも含めて

もう一度検討を整理していただきたいと思います。 

 私から 1～2 点申し上げます。先ほど物理量の話が少し言及されました。例えば工事中の

騒音、これは打設音など、場合によってはそれが海の中で発生し伝わっていく。あるいは

水の濁りもそうかもしれません。こうした物理量はある程度データが集まれば、一種の原
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単位として整理ができると思います。そうすると、もちろん工事中の打設音は測定が必要

だと思いますが、事後モニタリングというカテゴリーで整理しておいたほうがよいのかど

うか、検討する必要があるかと思います。 

 先ほど加藤委員からも出ましたが、いろいろなデータが蓄積してくる中で、場合によっ

てはデータ蓄積の結果、原単位的なもので発生源レベルが把握可能であれば、これはモニ

タリングというカテゴリーから外すとか、場合によっては頻度間隔を広げるとか、そうい

うことの御指摘があったかと思いますので、このモニタリングの考え方も固定的ではなく、

データ蓄積いかんで順応的管理をしていくという整理があってもよいかと思いました。ほ

かに委員から何かありますか。 

【島委員】 

 今回、事業者が実施する内容として 7 つ挙げていただいたのですが、これは漁業影響調

査の計画でこのままの内容が入っていることが多いです。どこでこの点の調査をしていい

のか、事業者さんも結構悩んでいらっしゃると思うので、アセスの流れで、ここでやるこ

とを明示していただけると事業者さんは悩まないで済むと思っていますので、大変よいか

なと思います。付着生物等の状況のところで気になるところはありますが、後段の説明の

後でまたお話しさせていただきます。 

【関島委員】 

 今、委員長が総括される中で、モニタリングが始まり、さまざまデータが取られていく

中で、影響がさほど大きくないことにより事業者のほうで外していく調査項目も出てくる

だろうということでした。モニタリングで何を継続して、何を外していくのかの判断を誰

が行っていくかという主体が見えてこないまま、調査項目を外すか否かという話が出てき

てしまっています。これまでの議論により、環境省としては事業者と協力しながらデータ

を集積していくということは理解できていますが、調査項目を外すか否かという判断は一

体どこでなされるのかが気になりました。影響が小さいと事業者の中で判断・共通認識が

持たれて、なし崩し的に調査項目が削り落とされていくということは避けるべきだと思い

ます。この点、環境省としては、どのようにお考えでしょうか。 

【若松委員】 

 関島委員の質問に関連してですが、たしか海外ではこういったものは少しずつ見直され

て変えていっていると思います。もう無駄な調査はやらないという形で削っているので、

それがどういった形で合意形成されて削られているかというのを改めて説明していただけ

ると、その辺が整理できるのかなと思いました。 

【環境省/會田補佐】 

 このモニタリングデータの取扱いは 4 ページでも御説明したように、モニタリングデー

タをしっかり集めて国で解析してどうしていくのか、モニタリングのやり方を変えるのか、

もしくは事業にフィードバックするのかという点も含めて、第 3 回で議論したいと思って

います。今日は相当時間が押していまして、この後の調査範囲や地点など、具体的な項目
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ごとに御意見をいただきたいところですので、すみませんが、そちらの御説明に進みたい

と思います。 

 

【田中座長】 

 それでは、今度は資料 2(ⅱ)の内容について御説明いただいて、そして必要があればま

た御議論をお願いしたいと思います。それでは事務局、よろしいですか。 

 

【環境省/會田補佐】 

 引き続きましてスライドの 15ページに参ります。先ほど御案内した、事業者さんにお願

いしたいモニタリング項目 7 項目のそれぞれについて次のような見出しで整理し、モニタ

リング内容の事務局案を示しました。 

 対象とする工事や設備をまず明確にする必要があるということで、項目として設けてい

ます。モニタリングの調査期間や頻度を設計するに当たっては、何を取ろうとしているの

かという目的をまずしっかり念頭に置いた上で調査の設計をする必要があるということで、

目的の欄を設けています。次に手法です。これは具体的なモニタリング方法ですが、どの

ような手法で行うのか。そして範囲や地点はどういう考え方で、どういう範囲が適切なの

か、期間や頻度はどれぐらい行うべきなのか、そしてこれらのモニタリングをするときに

関連情報として必要となるデータはどういったものがあるかといった項目を整理していま

す。最後に留意事項ということで、このモニタリングを行うに当たっての技術的な観点の

事項等を整理しています。 

 1 つ目は工事中の騒音です。まず対象とする工事や設備ですが、杭打ち工事を対象と考

えています。杭打ち工事は陸上で行う場合、騒音規制法の特定建設作業に該当し、非常に

大きな音が発生するので規制基準が設けられています。モノパイル式の基礎の場合にはモ

ノパイルの杭打ち工事、ジャケット式の基礎の場合は、18 ページに図がございますが、ジ

ャケットの海底面の部分を鋼管の杭で固定する工法がございます。このような形で杭を打

つのであれば、杭打ちから打設音が発生するということです。それ以外の工事については、

従来の港湾工事や埋立て工事で類似の工事の情報が十分参照できること、杭打ち工事の打

設音と比較して捨石の投入工やそのほかの工種は相対的に騒音が大きくないということで、

まず杭打ち工事を対象ということで絞っています。 

 目的は、杭打ち工事に採用する建設機械には様々な機械があり、工夫しながらモノパイ

ルや鋼管杭の杭打ちが行われると思いますが、これらの発生源のパワーレベルをしっかり

把握することがまず 1 つの目的です。もう一つは、杭打ち工事は洋上風力から陸域にも到

達するぐらい大きな音が発生しますので、この保全対象に到達する騒音レベルを把握する

ことです。この大きく 2つの目的を設定しています。 

 手法としては、杭打ち工事の打設音は衝撃音ということで、エネルギー平均するのでは

なく、複数回カンカン打つ音それぞれの衝撃のピーク音を算術平均する方法が陸域の場合
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には定められていますので、そういった形で測定します。一方、住宅地に到達する生活環

境への音に関しては、杭打ち音を特定できる場合には杭打ち音についてのピーク音圧レベ

ルを測定するとともに、それ以外に建設作業騒音の規制基準や環境基準とも比較できるよ

う、時間率騒音レベルや等価騒音レベルも併せて測定するという形にしています。 

 範囲や地点については、発生源のパワーレベルを逆算するためには、1 点だけでは測定

できませんし、杭打ちしているハンマーの中の音を測ることもできませんので、距離減衰

から逆算して発生源の音を算出する方法が用いられます。したがって、杭打ち機の付近と、

そこから減衰していく複数の地点、最低 2 地点で同時に測定し、その測定結果から逆算し

て発生源のパワーレベルがどうだったかを求める測定をお願いしたいと考えています。そ

れに加えて、生活環境への影響ということで、最寄りの民家や施設に到達している騒音を

測っていただくことを考えています。 

 次は期間・頻度についてです。期間は杭打ち工事の期間中にお願いしたいと考えていま

す。1 回だけでなく 3 回以上の測定結果を比較できるように測定すること、杭打ちも地盤

の固さによって音が変わると言われていますので、底質が大きく異なる場合には底質の特

徴ごとに測る形で設定しています。 

 必要となる基礎データについては、杭打ち地点の水深や海底の地質、工事関係の工程表

や機械の諸元、風向・風速、気温・湿度等の気象の状況、波浪等の海象の情報、防音措置

も工夫されているようですので、そういった環境保全措置を実施している場合にはその内

容や諸元についても基礎データとして整理していただければと思います。 

 留意事項として、1 基ずつ順番に杭打ちが行われていくと思いますが、場所によって音

が異なることがあらかじめ想定されるようであれば、そこをターゲットにしてモニタリン

グしていただきたいと思います。2 基まとめて杭打ちが行われることはないかもしれませ

ので、1 基ずつを想定して、このような設計にしています。 

 19 ページに騒音の種類を示していますが、今回のような杭打ちの音は右から 2 番目の分

離衝撃騒音に該当します。ディーゼルパイルハンマについては、陸域の工事においても衝

撃騒音と区分されて測定方法が定められています。 

 次に、水中音の伝搬状況です。こちらも同じくモノパイル式の基礎における杭打ち工事、

ジャケット式の基礎における杭打ち工事等が考えられます。また、22 ページに図がござい

ますが、浮体式の場合には、通常、ドラッグアンカーという形でアンカーを沈めて、そこ

にワイヤーで係留するのが一般的です。左から 2 つ目に「ドリブンパイル」と書かれてい

ますが、実際に海底に杭を打って、その杭に係留する手法もあると紹介されています。し

たがって、水中で杭を打つ工事が発生するのであれば、これは対象にしたいと考えていま

す。浮体式であっても杭打ちが海底で行われるのであれば対象となると考えています。そ

れ以外の整地工事や捨石の投入工事、マウンド造成等の工事は、杭打ちに比較して相対的

に騒音レベルは小さいということで、原則としてモニタリングの対象外と設定しています。 

 目的は、杭打ち工事に採用する建設機械には様々なものがあると思いますし、先ほど御
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紹介したように、環境保全措置がいろいろと講じられている機器もあると伺っています。

したがって、機器ごとにどれぐらいの水中音の大きさが発生したかを把握することが目的

です。 

 杭打ちの際の水中音の測定については、可搬式の水中マイクロホンを船舶から垂下して、

周波数別の水中音のレベルを測定する手法を提案しています。これについては海洋音響学

会において「海中音の計測手法・評価手法のガイダンス」が 2021 年に取りまとめられてい

ます。このガイダンスは、今、国際的に ISO 化の動きがあるということで、そういった検

討状況も踏まえて整理されていますので、その手法を参考にしています。 

 範囲と地点です。水中音は海域の水深の変化に応じて伝搬特性が異なりますので、深く

なる方向、浅くなる方向、等深線に沿った方向の 3 方向に測線を設定しましょうとこのガ

イダンスで紹介されていますので、それを参考にしています。水中音の音圧レベルは発生

源からの距離が 2 倍になるごとに一定のレベルで減衰するという水中音の特性がございま

すので、測定点については、欧州でこういった水中音の音響の基準となっている 750m とい

う距離を基準に、その半分の半分、半分、2倍、4倍、8倍の測点を想定しています。 

 23 ページに、ガイダンスに記載されている測点の設定方法が書いてあります。左側の図

は、距離が倍になるごとに水中音がリニアに減衰していくというグラフです。これら複数

点を測定することで発生源の音圧レベルをリニアの線に回帰させた後、発生源のレベルが

分かるということです。右側の図にあるように、岸方向、沖方向、汀線と平行の方向のそ

れぞれの定点を、船舶で移動しながら 2点ずつ測っていく手法を提案しています。 

 期間・頻度については、当然、杭打ち期間中ということです。 

 基礎データとしては、同じく杭打ち地点の水深、地質、杭打ち工事関係の工程や諸元

等々、気象・海象の情報が必要です。また水中音に関しては、バブルカーテンという音の

発生源の周りに泡のカーテンをつくって水中音を低減する装置もありますので、こういっ

たものを採用するのであれば、その諸元も必要かと考えています。 

 そのほか留意事項については、測定に当たっての細かい点が記載していますが、これ以

外にも、こういった点は注意する必要があるなど、ここに書いておいたほうがいいものが

あれば御指示いただければと思います。 

 続いて、工事中の水の濁りの状況です。海底送電ケーブルの埋設工事においては非常に

大きな濁りが発生するのではないかと考えています。26 ページに、先ほども御紹介した海

底掘削工事の機器の写真を掲載しています。トレンチャーという機器やウォータージェッ

トという水を勢いよく噴出して砂を吹き飛ばしてケーブルを埋めていく機器ですが、こう

いった建設機械を用いて海底を掘削する工事をモニタリングの対象とする必要があるので

はないかと考えています。一方で、海底の整地や基礎の設置工事等々の工事については、

海底送電ケーブルの埋設工事と比較して水の濁りの発生が相対的に小さいということで、

原則としてモニタリングの対象とせず、海底送電ケーブルの工事を対象にモニタリングし

ていただくことを考えています。 
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 洋上風力発電の海底ケーブルの埋設工事ですが、これまで行われていた港湾や埋立ての

工事ですと、こういう水の濁りが発生する工事の場合には、その工事個所をあらかじめ枠

で囲ったり、汚濁防止膜というオイルフェンスのような形のもので囲ったりという形で作

業することが多かったと思います。しかし、海底送電ケーブルの埋設は何 km という長い距

離にわたってケーブルを埋設しながら移動しますので、開けた海域で濁りが発生するとこ

ろが従来の工事とは異なっていると考えています。こうした十分な知見がない海底送電ケ

ーブルの埋設工事に伴う濁りに関しては情報が不十分であるということで、これをしっか

り把握することを目的としています。 

 手法としては、建設機械が移動しながら施工することになりますので、測定位置や測定

頻度に柔軟に対応することが可能な可搬式の濁度計を用いて測定することを提案していま

す。可搬式の濁度計は、「濁度」で濁りの量を簡易的に把握できます。浮遊物質量という

水の濁りの量に関しては、採水して分析することが一般的な測定法として定められていま

すが、これと検量線の換算式を作成した上で、頻度や地点を多く測定することが可能な濁

度計の手法を提案しています。 

 範囲・地点です。これはもちろん施工している近傍で測定します。流れの流下方向に複

数の地点で、どのぐらいの濁りが、どこまで届いていたかを測ることを提案しています。

もちろん潮の流れは上げ潮、下げ潮の潮時によって流れていく方向が変わりますので、そ

ういった測定時の流向をしっかり把握した上で測定地点を設定していただく必要がありま

す。ただ、濁りの発生量は地域性が非常に大きく、底質がシルト質なのか砂なのかによっ

て広がり具合などが異なってくるので、一律に何 m で測るという距離を設定するのは非常

に難しいと考えています。このため、範囲・地点に関しては明示的に数値で表してはいな

いのですが、濁りの発生状況に応じて、事前の環境影響評価において想定されている拡散

範囲等を参考に設定していただきたいと考えています。 

 期間・頻度ですが、海底送電ケーブルの埋設工事の期間中に測定していただきます。濁

りの発生量も底質によって異なりますので、海底の底質が沖と岸で大きく異なるとか、場

所によってかなり異なるということであれば、底質の状況に応じてモニタリングしていた

だく必要があると考えています。 

 必要となる基礎データは、施工位置の水深・底質、工事関係のそれぞれの諸元としてい

ます。水の流れの方向などが重要になってきますので、工事を満潮のときにやっていたの

か、上げ潮のときにやっていたのか、また流向・流速や底質の性状といった情報について

も基礎データとして収集いただければと思います。 

 続いて、稼働中の水中音の伝搬状況です。ナセル内に発電機や増速機等が設置された構

造の風力発電機が対象です。音が出ない気象観測タワーなどは対象外としています。 

 目的としては、風力発電機の機種ごとに発生する水中音の大きさをしっかり把握してい

くことです。要は発生源のパワーレベルを把握するための測定ということです。 

 手法は、設置型の水中マイクロホンを用いた定点調査で、周波数別の音圧レベルを測定
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するということで、工事の場合とは異なる定点式のマイクロホンで一定の期間測定いただ

くことを考えています。測定手法については、先ほども御紹介した海洋音響学会のガイダ

ンスを参考としています。 

 範囲や地点については、稼働中の風力発電機からの水中音を測るわけですが、稼働中は

複数の風力発電機がたくさん並んでいると思いますので、できるだけ周囲のほかの風力発

電機の音源から遠いところ、あちこちから聞こえてしまうファームの真ん中よりはファー

ムの外側で、この発電機から到達している音が測定しやすい風力発電機を選定いただくの

がよいと考えています。こちらも距離が 2 倍になるごとに一定のレベルで減衰するという

水中音の特性を踏まえ、750m という基準と、その半分、さらに半分という形で今は設定し

ています。稼働中の水中音は杭打ち音と違って、750m という距離が離れているとなかなか

観測し難い部分がありますので、そこより近い 3 点を設定することを事務局案として提案

しています。測定地点は、原則として減衰が少ない沖合方向に設定していただくのがいい

のではないかと考えています。 

 調査期間・頻度です。風力発電機が定常的に稼働している期間に測定するとしています。

潮流の周期によって海象が変化し、これに伴う背景音の変化などが想定されますので、15

日間の連続観測を想定しています。また海域によって季節的に海象が変化することがあり

ますので、春・夏・秋・冬の 4 季の測定を原則として設定しています。風力発電機から発

生する水中音は、年によって大きく変わることは想定されませんので、こちらは運転開始

後、適切な時期に 1年間ということで設定しています。 

 必要となる基礎データは、設備の稼働状況や風向・風速等の気象の情報、海象の情報か

と思います。 

 稼働中のバード・バットストライクの状況です。回転するブレードを備えた風力発電機

をバード・バットストライクの調査対象とします。 

 目的としては、バード・バットストライクに関する実態を把握するためということで設

定しています。 

 手法としては、風力発電機に光学カメラと赤外線カメラを設置し、鳥類やコウモリ類の

ブレードへの接触を映像として記録し、確認することをお願いしたいと考えています。記

録したカメラの映像では、接触した鳥類やコウモリ類の種を特定するのはなかなか難しい

ので、これを補完する情報を取得するために、鳥類の鳴き声を記録するマイクロホン、鳴

いている声を取れるかどうかも難しいところはありますが、種の特定に少しでも資する情

報ということでマイクロホンの設置をお願いしたいと思います。コウモリ類の鳴音を記録

する超音波録音機も併せて設置していただければと思います。これら映像や音声を記録す

る機材は、記録項目が把握可能な性能を有する機器を使用するとしています。解像度など

をどこまで具体的に書けるかについては、御知見をいただきながらガイドラインとしてど

こまで性能について書き込めるのか御議論いただければと思います。 

 範囲と地点です。こうしたカメラを設置する風力発電機は、ウィンドファームの端部に
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位置する風力発電機から選定するのがよいのではないかと提案しています。32 ページに位

置のイメージを掲載しています。観測機器を設置する風力発電機の位置は、事前のアセス

の調査結果等を参考に、鳥類の生息地や渡りルート等の位置関係に着目し、衝突リスクが

高そうな方位に位置している風力発電機にカメラを設置していただくことを考えています。 

 期間や頻度です。海域に生息または利用する鳥類・コウモリ類は、新たにウィンドファ

ームが出現してもこの空間に適応するのに一定の期間が必要と考えられます。一般に陸上

風力でも言われているのが、ウィンドファームの稼働後 1 年目は慣れないのでびっくりし

て事故が起きやすいと言われていますが、生き物たちは賢いので、馴致し、適応していく

とも言われています。したがって、調査期間は稼働後 3年間と提案しています。 

 必要となる基礎データとしては、洋上風力発電施設の稼働状況と気象の情報、海象の情

報です。 

 31 ページには、参考として実際に設置している図を御紹介しています。右側の図は実際

の鳥の様子を赤外線カメラで撮影しています。 

 続いて、工事中及び稼働中の事業サイトの海生哺乳類の生息状況の変化です。工事中は、

杭打ち工事に伴って大きな水中音の発生が想定されますので、この期間の海生哺乳類の生

息状況を調査対象とします。稼働中は、風力発電機の稼働による水中音の発生が想定され

るので、この期間の海生哺乳類の生息状況を調査の対象とします。 

 目的は、水中音が発生している状況において海生哺乳類の生息状況を把握する、つまり

工事中や稼働時の海生哺乳類の生息状況を把握することが目的です。 

 手法としては、設置型の受動的音響探知機です。海生哺乳類の鳴音だけに反応する超音

波ハイドロホンという機器で、これまでのアセスメントなどでは A-tag という機種を使っ

ているケースが多いのですが、こういった機器を用いた定点調査で海生哺乳類の出現状況

を把握するということです。 

 範囲・地点です。ウィンドファームの中で、事前の環境影響評価の調査結果などを参考

に調査点を設定するということです。沿岸性の海生哺乳類、スナメリなどの生息が想定さ

れる海域では、沿岸と沖合の日周行動が観測されている事例がございますので、こういっ

たものが把握できるように、沿岸と沖合に調査点を設定するとよいのではないかと提案し

ています。沖合に生息する遠洋性の海生哺乳類が出現する海域であれば、できるだけウィ

ンドファームの沖合に調査点を設定するのがよいのではないかと提案しています。この受

動的音響探知機は調査点の水深の半分の位置に設置することを提案しています。 

 期間・頻度です。工事中は、杭打ち期間に実施することを想定しています。稼働中は、

風力発電機が定常的に稼働している期間、春・夏・秋・冬の 4 季がよいのではないかと考

えています。潮流の周期による海象の変化などがありますので、各季 15 日間の連続観測を

想定しています。これらも先ほどの鳥類と同じように、新たに出現したウィンドファーム

の空間に適応するには一定の期間を要すると考えられますので、稼働後 3 年間の調査期間

を提案しています。 
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 必要となる基礎データは、杭打ちのときの諸元や稼働時の諸元となります。 

 35 ページは、海生哺乳類の鳴音のセンサーを海の中に係留して設置している調査のイメ

ージです。 

 次に、稼働中の風力発電設備への付着生物等の状況です。対象とする工事・設備は、風

力発電機の基礎、根固め・洗掘防止材、マウンド等の水中の構造物及びその周囲を調査の

対象としています。 

 目的は、新たな生息の場が出現することとなるため、水中の構造物に付着・蝟集する海

生生物の生息状況を把握するということです。 

 手法としては、一般に行われる潜水目視観察、ダイバーによる目視観察と、水深が深い

ところもありますので、近年技術的に進歩している遠隔操作型の無人潜水機によるカメ

ラ・ビデオ撮影により映像や画像を記録することを考えています。海底付近における観察

や撮影は調査時間や調査頻度に制約が出てきますので、併せて水中設置型のビデオカメラ

によって一定の期間、定点観測で映像・画像を記録します。潜水機や ROV だと範囲は稼げ

るのですが、時間的に継続的なものは測定しにくく、また生物相を把握するには面的なも

のと併せて時間的な記録も効果があるということで、この定点観測を併せて提案していま

す。 

 範囲や地点です。風力発電設備の基礎構造部及び根固め・洗掘防止材、マウンド等の海

底施工部と、その周囲の砂地に遷移していくところまで調査いただければと思います。海

域の特性として、海域の周辺に岩礁があるのかないのか、海底地形に何か変化があるので

あれば、そういった地形や周囲の海岸線等に応じて、状況が異なるのではないかと考えら

れる風力発電機を選定し、それを調査対象とすることを考えています。また、モニタリン

グ期間中の変化を定量的に解析できるよう、構造物の種類等に応じて適宜トランセクトラ

インを設定し、そのラインを継続的に測っていくことがよいのではないかと提案していま

す。 

 期間・頻度です。こちらも生物の状況ですので季節変化があります。したがって、春・

夏・秋・冬の 4 季に実施するとしています。潜水目視観察や遠隔型の撮影は各季に 1 回ず

つを想定しています。水中設置型のビデオカメラは、これも潮流の周期により生息状況の

変化が考えられますので、各季 15 日間連続観測ができないかと考えています。新たな構造

物に生物が定着するには一定の期間がかかりますので、調査期間は稼働後 3 年間と考えて

います。 

 必要となる基礎データは、これらの対象となる設備の材質や構造といった基礎データを

想定しています。 

 以上、7 項目にわたって、どのような調査スペックで事業者さんにモニタリングをお願

いするのがよいかを事務局案として整理しました。 

【田中座長】 

 ありがとうございました。後段のほうで 7 つの項目について、具体的な調査の対象や頻
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度、範囲といった内容について御紹介いただきました。どうぞ、どこでも構いませんので

コメントをいただきたいと思います。 

【阿部委員】 

 幾つかあるので順を追ってコメントします。まず 30 ページのバード・バットストライク

のところですが、現実的な方法ということでカメラとマイクロホンのことをまとめていた

だいたと思います。種判定についてはかなり難しい面もあると思いますが、現状、コウモ

リ類に関しては、基本的にエコーロケーションコールで見ていると種判定までは事前の調

査でもできていませんが、パルス型と周波数で一定の分類群でこの辺りということを想定

した上で、その中に重要種が含まれている場合にはその可能性もあるということで計測し

ていただいています。コウモリはこの考え方で確立していると思いますので、ある程度は

対応可能かと思います。 

 鳥類に関しても、普段出している声と飛んでいる声が、例えばカモメ類は同じだと思う

ので、種まで判定できるかどうかは分かりませんが、分類が分かりやすいと思います。も

のによっては飛んでいるときだけ独自の声を出すものもあると思います。シギやカモの仲

間については、飛んでいるときの音声の記録は、意外と日本ではあまりないと思います。

そのどれがどれに対応しているかも十分ではないと思います。海外では夜間に飛翔してい

る声の調査研究結果が結構あって、それで種判定も行われているようですので、もしこう

いった方向で種判定を考えられているのであれば、その辺りのデータベースの充実とか、

どうやって判定するかという判定手法のところは国のほうでしっかりやって、事業者とも

協力してデータを集めてやっていただきたいというお願いがまず 1 点。 

 カメラの手法は、私は一番有望な方法かと思いますが、陸上の死骸調査に比べると、衝

突が記録できるのかできないのかというところは、まだまだ知見が少ない部分もあると思

います。現状、審査を行っている案件に関しては、まだカメラをつけて事後調査をやると

ころまでいっていない、あるいはレーダーで行うところまでいっていない案件もあります。

船舶トランセクトと同じような手法で死骸を回収しますといっている事業者さんもいらっ

しゃいます。 

 31 ページに「点検等の機会に、墜落した個体が確認・回収できた場合には」と書いてあ

って、あまり確実な方法ではないかもしれませんが、一番プリミティブなところでは死体

が落ちているか落ちていないかの確認もできたらいいのではないかと思います。この「点

検等の機会に」というのは、回収できた場合というより、ガイドラインにはできるだけ努

力として点検のときに死骸を発見していただくということを、できれば書き込んでいただ

きたいと思います。それを定量調査まで求めると結構大変になってしまいますが、点検は

必ずやりますので、点検の際にこういったものをできるだけ拾い上げていく努力はしてい

ただきたいと考えています。 

 3 点目はその次のページで、こういう調査地点のイメージを示すことは非常に重要で、

ケースに応じた配置の仕方があるという事例として出すことは非常に効果的だと思います。
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一方で、例えば配置とか、特に地点数に関しては、先ほどの台湾の事例のように、事業ご

とにモニタリングを決めていくことがあると思います。こういったモニタリングに関して、

アセスの審査の中とか、地域とのコミュニケーションの中で決まっていく部分もあると思

いますので、あくまでもこれは事例としてこういう例があるということで、この数でやれ

ば問題ないというミスリーディングをしないように、その辺りは十分ガイドラインのほう

に書き込んでいただければと思います。 

 最後に、先ほど質問したところとも関連しますが、付着生物のところです。まず手法に

関しては、恐らく風車ができて稼働後に変化していく部分もあると思うので、そういう意

味ではコドラート調査と同じような形で、同じ場所から写真を撮っていくイメージのほう

が効果的だと思います。ROV とか潜水で、どこで撮ったか分からないとか、同じ位置で撮

れなくなるというよりは、固定で、同じ位置でできるだけ撮れるような形にしたほうがよ

いと思いますし、もし底生生物が対象であれば、必ずしもビデオカメラにこだわらず、タ

イムラプスカメラもあるのかなと考えました。 

 逆に私が気になっているのは 38 ページの蝟集生物のイメージのところです。これは先ほ

ども目的が何かということを再三お聞きして、最初に若松委員からも魚についてどうなの

かという意見があったと思いますが、場が変化するような、生態系が変化するようなイメ

ージで先ほどお答えされたので、ビデオやカメラ等を設置すれば、付着生物だけではなく

そこに集まってくる魚も同じように撮れるので、それは記録して分析したほうがいいのか

なと考えています。そこのところにコメントいただければと思います。 

【浦委員】 

 バード・バットストライクの状況の調査のところですが、例えば 30ページで、鳥やコウ

モリの種を特定するのは困難だと言いつつ、なるべくそれが記録できるようにしたいとい

うことだと思いますが、設置する機材などによって特定できるか否かが全く違ってくると

思います。今、ヨーロッパなどでは撮影機材などの開発が進んでいます。31 ページで紹介

されているものが最新のものかどうか分かりませんが、現状、それが一番新しいものだと

どのぐらいまで把握できているのか、情報はしっかりまとめたほうがいいと思います。 

 種をきちんと識別できるに越したことはないのですが、種までいかなくても「カモメ類」

まで分かるとか、事後調査としてどこまで分かればいいのかもまとめておかないと、事業

者もどこまでお金をかけて機材を設置していいかが判断できないと思います。最新のもの

はレーダーとカメラを組み合わせたものまであると思いますが、それは非常に高価なので、

その辺もどこまで求めるかは基準をある程度定めておかないと、事業者としてはどの機材

にどこまでお金をかけていいのかが分からないと思います。 

 32 ページに撮影機材の設置の例が載っています。これは例なので、このようにすればい

いということではないと思いますが、バードストライクを全て把握すべきとなれば、本来、

全ての風車に設置すべきであると思います。というのは、海外の研究事例だとカモメ類は

ウィンドファームの中を縦横無尽に飛ぶという論文もあって、そうなるとどの風車にでも
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当たり得るという話になります。逆に、ここの例にあるように一部の風車に撮影機材をつ

けるとなると、サンプリング調査という形になるので、例えば全体の 1 割ぐらいの風車に

カメラをつけて、それでバードストライクがもし撮影できれば、それは全体としてどのぐ

らいバードストライクが起きているかという予測をしないといけないと思うので、それは

特に海外でどのようにやっているかという情報はまとめておかないといけないと思います

し、鳥の飛んでくる方向によってもどこにつけるかは変わってくるので、それも海外に何

か事例があれば、ウィンドファームの形や鳥の主要な飛来方向など、それに対してどこに

カメラを設置しているかという事例をたくさん集めておかないといけないと思います。そ

の辺の情報収集はされたほうがいいと思います。 

【加藤委員】 

 私からは 3点あります。1 つ目は 28ページ、34ページ等で水中音、あるいは海生哺乳類

等の影響について、4 季を通して調査をやると書いてありますが、冬の場合、特に日本海

の場合には調査に行けないケースも想定されます。そういった調査の実施の可否は、安全

面を優先してもし行けなかったときに、それで調査不足だという扱いにならないように、

ガイドラインの中では文言に配慮していただきたいと思います。 

 2 点目は、事前の環境調査によって海生哺乳類はこの地域にいないだろうとか、鳥もこ

の地域にはほとんど見られないだろうということがある場合に、モニタリング調査につい

て、今は 3 年となっていますが、短縮についても検討してもらいたいです。海外では 1 年

～2 年で調査されていることもありますので、そういった柔軟性を持って対応していただ

きたいと思います。 

 最後になりますが、今後は EEZ などに出ていくことも想定されるわけで、浮体式の調査

になると、遠い海域の深い海域で調査を行っていくということです。近くだったら漁船み

たいなもので行けますが、この遠い海域の深い海域で波も荒いようなところで実際にでき

る装置とか、さらに深い何百メートルというところに装置をつけるとか、あるいは人的な

リソースも含めて、想定と違ったことが出てくることも考えられますので、そういったこ

とも現実的な観点からぜひ御配慮いただければと思います。 

 最後に付け足しですが、それぞれについて必要となる基礎データの項目がついています。

この期間はその調査期間と同じことを意味しているのか、それとはまた別の観点で取得期

間を考えているのか、はっきりさせていただきたいと思いました。 

【田中座長】 

 ここで一旦切りましょうか。3 人の委員から多岐にわたっていろいろ御指摘いただきま

した。事務局から回答をよろしくお願いします。 

【環境省/會田補佐】 

 多岐にわたってありがとうございます。初めに阿部委員から幾つかいただいた点につい

て、コウモリや鳥の鳴き声に関してはデータベースを充実させるべきという御指摘をいた

だきました。ヨーロッパでは観測データが多いこともあって、全部集めてデータベースに
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して、それで取得したデータをデータベースと照らし合わせることで種の特定ができると

いう取組が進められていると伺っています。残念ながら、我が国はそういった教師データ

の蓄積がまだまだ進んでいませんので、モニタリングデータを集めて国でデータを吸い上

げた後、専門家の皆さんに、そういった教師データの充実をどのようにしていくかという

ところを御協力いただいて取り組んでいきたいと思います。 

 死骸調査について、見つかったらではなく、努力として書き込むようにということで、

こちらは次回、修正案をお示ししたいと思います。 

 3 つ目、ガイドラインに示される調査地点の配置等は、サイトの特性によって変わって

くるということ、まさに御指摘のとおりで、全てのサイトでこのとおりにやるということ

ではなく、事業者さんがどの項目を、どれぐらいしっかりやらなければいけないか、まず

しっかりやっていただきたい項目をガイドラインとして示していますが、事業の特性、海

域の特性に応じて皆さんにこれを活用していただければと思いますし、個別のサイトに関

しては、アセスの審査の中でも事業者さんに事後調査の計画を記載いただき、それを見て

いく形で考えています。その中でまた先生方から個別のサイトごとに丁寧に御意見をいた

だければと思います。 

 4 つ目です。私の先ほどの御説明があまりよくなかったのですが、漁業資源として魚類

をやるというのは、量を把握するのはおそらく漁業者さんの関心事ということで、そちら

にお願いしたいとお話ししました。しかし先生おっしゃるように、海中構造物ができたこ

とで、そこに対してどれぐらいの生き物が集まっているかに関しては、魚もエビもカニも

貝も含めて、生態系を一定の面積で観察し、きちんとデータとして出せるようにしたいと

いうイメージで記載しています。「トランセクト」と書いていますが、定量的に枠を決め

て、同じ場所を定点でずっと継続観察できるようにということがもう少し伝わる形で修正

したいと思います。 

 5 つ目、浦委員からいただきました。バード・バットストライクの種の特定に関して、

カメラや機材の情報はおっしゃるとおり、カメラもピンキリで様々なものがあると思いま

すので、次回はそういった機材の情報と、どこまでやればいいのかということが議論でき

るように情報を準備したいと思います。 

 カメラで取得したデータで、例えば端の 2 つの風力発電機にこれぐらい当たりましたと

いったものを、どのようにウィンドファーム全体の評価にしていくかというところは、ま

さに取得したデータをどのように個別の事業の保全措置に生かすのか、次の事業に生かし

ていくのかという次の回の議論でも御知見をいただければと思います。まずはガイドライ

ンの今日までの書きぶりのところでは、こういった形でデータを集めようという御提案を

しています。 

 加藤委員からいただきました 4 季調査、日本海の冬季の調査は難しいというのはまさに

おっしゃるとおりで、これまで環境アセスメントの調査においても、4 季の中でも冬季の

調査は無理にでも出ていけということではなく、時期を工夫しながら皆さんやっています



 

33 
 

し、場合によっては欠測になっているケースもあるように伺っています。時期をずらすな

ど、可能な範囲で安全にやっていただく必要があると思いますので、こちらも留意事項と

して記載するなど御指摘を踏まえて次回修正したいと思います。 

 事前のアセスで出現していないものについてのモニタリングの必要性の判断は、先ほど

お話ししたようにガイドラインとして定めたうえで、個別の事業に関しては、準備書に記

載いただいた事業者さんのモニタリング計画について審査していく形を考えていますので、

先ほど原田委員からもありましたように、杭打ちを行わないのであれば水中の杭打ち音の

モニタリングは必要ないですし、クジラがいないところであればそれは該当しないことに

なると思います。これは事前のアセスの中で整理できればと思います。 

 EEZ については、確かに EEZ でこれと同じような調査ができるのか、ここは課題になっ

てくると思います。今は沿岸域で行われる風力発電事業のイメージで整理していますが、

EEZ に適用できるのか、どのような課題があるのか、次回までに整理してお示しできるよ

うに準備したいと思います。 

 基礎データの記載ぶりですが、御指摘のとおり、この調査をやっている期間を対象とし

ています。基礎データのところだけあまり丁寧に書かれていなかったので、追記させてい

ただこうと思います。 

【塩原委員】 

 洋上風力発電事業を行う上で、このモニタリングにどれだけ費用がかかるのか、事業者

にとっては費用の算定のところが非常に重要になってきます。手戻りや再調査にならない

ようなガイドラインを示していただきたいと希望します。例えば地点を決める際に、幅の

ある書き方で判断に迷うような箇所があります。例えば 17 ページ、場所を決めるのに「住

宅や配慮が必要な施設」とか、あるいは 30 ページ目、「衝突リスクが高いと推定される方

角の風力発電機」を計測地点とするとか、あるいは 36 ページ目、「生物相の形成の状況を

代表できる風力発電機を選定し」という書き方がありますが、これをどう判断するのかと

いうことで、事業者がこれを勝手に決めるのか、あるいはモニタリングの内容をどこかが

審査してオーケーを出すのか、そこについては事業者が勝手に決めて、これでは駄目です

ということにならないように、そこは誰がオーケーを出すのか教えていただきたいと思い

ます。 

【関島委員】 

 今、塩原委員から出されたコメントに関連して、補足のコメントをさせてください。こ

れは手戻りということではなく、運用後のモニタリングをどうしていくかという話ですよ

ね。そこで確認させていただきます。 

 何点かあるのですが、最初は 16 ページの工事中の騒音・打設音のところです。各地で洋

上風力が進められていく中、打設音の異様な音に対して地域住民の方から意見を聞くこと

があります。16 ページの「手法」を見ると、建設作業騒音の規制基準や環境基準を参考に

していくと書かれています。陸域の環境基準や騒音基準が海域の打設音に対応できるのか
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どうか、要は都市圏でやる工事と海域でやる工事ではいろいろな手続や対応が違ってくる

のではないか。そうなると、海域の騒音のレベルは通常の陸域で行う工事と性質が違って、

騒音のレベルも違ってくるのではないか。そのときに、環境基準が対応できるのかどうか。 

 何を言いたいかというと、景観の議論のときにこれまでも出ているのですが、景観で審

査されている評価の仕方は、もともとは風力発電を対象にした評価基準ではないとのこと

です。風力発電のアセスでは垂直視野角が評価基準として用いられますが、その視点は、

風車による景観阻害を評価する基準として果たして適切なのだろうかという専門家からの

コメントが以前ありました。それからすると、騒音についても、評価基準が適切なのかに

ついて、今一度ご確認いただきたい。 

 2 点目は、水の濁りについてです。潮流や底質の性状で範囲を一律に決められないとい

うことですが、そうなったときにサイトをどのように選定していくのか。通常のアセスメ

ントでは方法書の審査で確認できるわけですが、事後モニタリングのときには、モニタリ

ングの方法の妥当性をだれが（どの組織が）がチェックするのか、ご教示いただきたい。

事業者が不適切なことをすると言っているわけではなくて、第三者が評価する仕組みがな

いと、方法の妥当性を示せないのではないか。そこが気になったので教えていただきたい。 

 3 点目は調査期間についてです。先ほど加藤委員から、できればもっと短くしていただ

きたいというコメントがありました。私はむしろ逆の考えを持っており、連続的に 3 年と

していますが、今の段階では 3 年が妥当かどうかも判断できません。生物種によってその

応答に要する時間は変わってくると思いますが、連続で見るというよりも、例えば、運用

直後、5 年後、10 年後にそれぞれの生物がどのように反応するのかを調べるほうが、環境

影響を正確に捉えるためには適切なのではないか。そのようなデータ取得を通し、実は 1

年程度で十分ということも見えてくるかもしれない。その辺のデータがない中で、3 年と

決め打ちでやっていくのはリスクを伴うと思います。 

 38 ページですが、先ほどからも話しに出ている付着生物の調査についてです。付着生物

だけではなく、先ほども意見が出ましたように、洋上風力には魚礁効果があると言われて

いるため、特に着床式に関しては魚礁効果としての効果も検証していくことになると思い

ます。そのときに、付着生物の反応と食物網の中上位の生物種の反応は、時間スケールが

違う推察されます。それを一律 3 年で評価してしまうと、上位の生物が反応し切れないか

もしれない。そういう意味からすると、水中カメラ等によってモニタリングしていくので

あれば、上位の生物の反応が遅くなる可能性も踏まえ、もう少し長期にわたって見ていた

だきたい。一律全てを 3 年にしていますが、調査項目や対象とする生態系、生物に応じて

もう少し柔軟に評価系を考えたほうがよろしいのではないかと思います。 

【田中座長】 

 塩原委員のおっしゃられた手戻りというのは、恐らく、事業者がモニタリングを実施し

た後、こういう地点が不足しているといったことを調査後に指摘され、再調査を行うより

は、あらかじめモニタリング計画の妥当性にきちんとお墨つきをもらった上でしたほうが
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いいのではないかという御指摘でしょう。それは関島委員が先ほど言われたモニタリング

の妥当性をどこで判断するかということと同じ指摘かと思いました。 

【原田委員】 

 私から簡単に 2点です。まず 24ページの水の濁りは、本当に我々があまり経験したこと

がない工事で、かつ、欧州の場合は地盤が相当均一なので、日本のように少し離れたら全

く違う地盤になっているという場合、今の関島委員の御指摘にも関連するのですが、調査

範囲・地点をどれぐらいまでを要求するのか。まだプラクティスが全くありませんので、

一般化と個別の合意のプロセスをしっかりした上で妥当性を判断するという何らかの工夫

が必要かと思いました。 

 すみません、これはむしろ教えていただきたいのですが、バードストライクのところで、

私どもが関わっている風車でも、必ずここの風車にばかりぶつかるということはありませ

ん。というのは、陸上の場合、どこに営巣しているかということが関連するのですが、あ

る程度離岸距離が離れると、あまりそういうことは考えなくてよろしいのでしょうかとい

う質問です。 

【田中座長】 

 ここまで 3 人の委員から御指摘をいただきました。事務局、いかがでしょうか。 

【環境省/會田補佐】 

 ありがとうございます。モニタリングの内容について手戻りがないようにということで、

このガイドラインを定めて考え方は整理しますが、サイトによってどのように提案するか

は、事業者さんが環境影響評価準備書に事後調査計画として書き込んでいくことを想定し

ていますので、個別事業のアセスの中で、今後このサイトではこういうモニタリングをし

ますという計画を提案して準備書に書いていただければ、それはアセスの中で審査いただ

く形になります。このガイドラインでは、より過大にいろいろとリクエストが来ないよう

にする必要がありますが、ここに書いてある目的を達成するための考え方や、今必要とさ

れているデータの目的に沿った形でどれくらいのスペックのものが妥当かは、アセスの中

で個別のサイトの特性を踏まえて議論いただければよいと考えています。 

 どの風車が当たりやすそうだということも、そのサイトによって、ここはこういう状況

だからこの風車のリスクが一番高いとか、こちら側もやっておいたほうがいいとか、それ

は個別のサイトごとに検討いただければと思っています。ただ考え方としては、全部の風

車につけようということではなく、このガイドに書いてある考え方に沿って、一番端とか、

当たりやすそうというところをきちんとピックアップして調査しましょうということでお

示ししていきたいと考えています。 

 ここで数を特定してしまっても、サイトによる事情にそぐわないケースが出てきて、逆

に予見性を損なってしまうかもしれません。「3 と書いてあったから 3 で計画したのに」と

いうことにならないよう、サイトに応じて準備書の中で計画を事業者さんに立案いただい

て審査いただければと思います。もちろん審査するに当たっても、ここの考え方を逸脱し
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ない範囲で、目的を達成するために必要なスペックを御議論いただくということだと思い

ます。 

 2 つ目は関島委員からいただきました。考え方についてはお話ししたとおりで、ここで

言っているモニタリングは工事中と稼働中の調査であって、そのスペックは準備書の審査

の中で書かれている事後調査の具体的なスペックに基づいてやっていくといことです。今、

準備書の中では「今後やります」しか書いていないケースが多いのですが、このガイドラ

インに沿った形で、特に洋上風力は事前のアセスに対しての予測の不確実性がいずれの項

目も高いとされていますので、しっかり事後調査を具体的に書き込んで審査していただく

ことを念頭に置いて作っています。 

 3 つ目は打設音についてです。近年、陸上の工事はアースオーガーというドリルで穴を

開けることが多く、ディーゼルハンマーなどは使わなくなりました。私が子供の頃は団地

を造るときにハンマーでたたいて杭を打つ光景が多かったのですが、陸上の建設機械に関

してはその頃の工事の建設作業騒音の様々な規定がございます。杭打ち工事についても測

定の方法や判定の方法があります。それに準じた形で今回測定するという形にしています。

一方で、騒音規制法の特定建設作業の規制は自治体が区域指定をすることになっていて、

都市計画区域内や区域外の類型を指定するのですが、海域はそういう類型の指定がなされ

ていませんので、適用できないということが 1 点。 

 もう一つは、特定建設作業では敷地境界で規制基準が定められているのですが、洋上風

力発電に関しては敷地境界という概念が整理できていないところもあって、現状では、洋

上に関して規制を直接適用することにはなっていません。ただ、杭打ちの工事そのものは

陸上の工事で多く行われてきた実績もありますし、モノパイルを打つのとは機械が異なり

ますが、杭打ち工事に対しての評価の仕方は一定程度ルールがありますので、それに準じ

てやっていただく形で今回ガイドラインを整理しています。 

 濁りの手法ですが、これは本当に難しくて、先ほど原田委員からもいただいたように、

場所や海域、特性によっても違うと思いますし、これは本当に知見が十分にありません。

先ほど写真を載せていた 2 つの機械、トレンチャーもウォータージェットも海外のサイト

から参考情報として持ってきていますが、こういった工事がなされたときにどれぐらいの

濁りが出るのか、海底の底質によっても大分違ってくると思いますが、その辺りは十分な

情報がないので、単位時間当たり、もしくは単位距離当たりでどれぐらいの濁りが発生し

得るという原単位が分かるような測定をしてくださいということを、目的の欄に書いてい

ます。それは流れから逆算するとこれぐらいの発生量があったはずであると一定程度安定

して算出できれば、それで十分だと思います。測定も、サンプリングする手法にすると持

ち帰って分析する手間もかかりますし、数をこなすのもなかなか難しいと思いますので、

濁度計でデータを取得するという形で提案しています。この辺りも、もっとこういう手法

があるよということであれば、また御議論いただければと思います。ここもなかなか地点

数など具体的に書きにくいところで、ちょっと悩ましいところになっています。 
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 期間について、3年間ではなく1年後、5年後、10年後という形のモニタリングもあるの

ではないかという御提案をいただきました。一方で、一定の期間でモニタリング結果をフ

ィードバックする、国にデータが上がってきて解析していかなければいけない部分もある

と思うので、5 年後、10 年後にどうでしたというデータを得てから評価すると相当期間が

後になってしまうところもあります。そこは次回の論点になりますが、事業者さんのデー

タをどのように評価し、生かしていくかに関係してくると思います。今回の提案では一旦

3 年間としていますが、ここについて 5 年後、10 年後にスポット的にというのがいいのか

どうかは、事業者さんの御意見なども聞きながら整理できればと思います。 

 海生生物に関してはもっと長期的なモニタリングの必要があるのではないかということ

は、確かにごもっともな部分もあろうと思います。3 年でいいのかも含め、インターバル

を空けて 5年がいいのかどうかという辺りは御議論いただく必要があるのかなと。 

 続いて、原田委員からいただいた点、おっしゃるとおり、海鳥の場合、陸上の風力と違

って営巣地や生息場所が特定されていないケース、もう少し広域に行動しているところは

あろうかと思います。逆に沿岸ですと、例えば集結地が北寄りにあるので、そこから餌を

取りにくるとリスクが高いので北寄りの風車にカメラを設定しましょうとか、32 ページの

絵はそれをイメージしたものかと思いますが、渡りのルートがこういう位置関係にあるの

で、その位置関係を考えるとこちらの風車のリスクが高いのではないかとか、もっと沖合

に行けば本当に一様で、リスクが高いところをなかなか特定しにくい部分はあろうかと思

いますが、ある程度沿岸部であれば、この方角はリスクが高いのではないかというところ

は専門家の意見やアセスのデータから特定していけるのではないかと考えています。 

 原田委員から濁りについてもいただきましたが、先ほどの御回答で併せてとさせていた

だきます。 

【田中座長】 

 予定の時間は 4 時半ということで少し回ってしまいましたが、御発言いただいていない

委員もいらっしゃいますので、あと 10分ほど延長させていただきます。 

【赤松委員】 

 まず 27 ページの稼働中の水中音の伝搬状況ですが、これは記載が混在しておりまして、

背景音の長期録音と手持ちで音源から離していくのは、手法と目的が混ざり合っています。

ですので、27 ページと 28 ページの稼働中の水中音の伝搬状況は、工事中の水中音の伝搬

状況に完全に準じていいと思います。ですから、手持ちのハイドロホンで、3 方向でやる。

ただし、最大距離は 750m で十分。そこだけの違いで、あとは全部コピペでいいと思います。

設置型にしない。別に 1 年間やる必要はなくて、風車の回転数以外、稼働中の音は変わり

ませんので、定常的に回っているときを選んで、そこで計測してくださいということでい

いと思います。 

 もう一つの提案ですが、よく議論になる 38ページの付着生物の調査イメージです。ここ

に水中マイクロホンの背景雑音の長期観察を入れてはどうかというのが私の提案です。委
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員の先生方からも御指摘がありましたように、付着生物が一体どのくらいで生態系を構築

するかというのは、低いレベルから高い生態系までディレイがあります。関島委員も御指

摘のように、高層魚礁という事業が水産庁で 20 年前からやられていまして、低次から高次

へ生態系は大体 3 年から 5 年で構築され、マダイ、ブリ、カワハギなどがついてくるとい

うデータがございます。高層魚礁はジャケット式に非常に近い構造を持っていて、高さが

35m ぐらいあるという非常に大きな構造物ですので、3 年ぐらいというのがミニマムで妥当

な線かなと。 

 ただ、さらに高次の生き物がつくと、もしかしたらもう少し長いところを見ていかなけ

ればいけないのかもしれない。その中にはかなり音を出す生き物がたくさん含まれていま

す。低次の場合には甲殻類、いわゆるエビ・カニです。ぱちぱちという音。中次から高次

の魚類については、例えばカワハギの仲間、ウマヅラハギやカワハギ、マダイも摂餌のと

きに音を出します。そういう意味では鳥類の鳴音のデータベースと同じですが、事業をや

りながらデータベースを種ごとにためていくことによって、マイクロホンを入れておくだ

けで長期間の生態系の変化、低次から高次への生態系の構築が見えてくるので、もしそう

いうことができるのであれば、これは事業者さんにとっても大変ポジティブなデータにな

ってくると思います。魚礁効果は皆期待していますが、データがあまり出てきていないの

で、そこはただ水中マイクロホンをカメラの隣に置いておくだけでよいので、ここは頑張

って 3 年置いておいたらいかがでしょうかという提案です。要は稼働音の計測は完全に計

測でやって、付着生物は高次の魚まで含めた上で、サウンドスケープという録音をつけて

はどうかと。 

【島委員】 

 先ほど関島委員がおっしゃった、モニタリング期間の 3 年間は妥当なのかという点です

が、これは調査の結果を見て、今後、ここで終了するか、さらに続けるかを判断する仕組

みがどこかにあってもいいのかなということが 1つです。 

 あとは細かいところで、付着生物等の状況についてはたくさん御意見があったように、

付着生物に限らず、発電設備への生物の生息状況ぐらいの勢いでやっていただきたいとい

う感じです。風車基礎を中心として生物がつくので、これは BAG デザインの調査ですね。

ビフォー・アフター・グラジエントの調査と相性のいいものだと思います。事前に同地点

で底生生物はどのようなものがいるかということと、風車を建てた後、同じ位置で風車か

らの距離に応じて生物の多様性、バイオマスがどう変わるかといったことを比較していく

調査にしていけば、すっきりすると思います。 

【若松委員】 

 私も 3 年のところがすごく気になっていて、根拠が「そのぐらい必要だから」だと思う

のですが、以前から言っていたと思いますが、海外で過去に研究が進められて、これぐら

い期間が経つと、こういった影響が出るという先行研究がせっかく積み上がっているので

あれば、そういったところをうまく引用しながら、それぞれ決めていくのがいいのかなと
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思います。 

 全般的に言えるのは、調査のための調査にならないようにしないといけないということ

がすごくポイントになるかなと。調査をしなければいけないから調査をするのではなくて、

風力発電によってこういった影響があるということがきちんとクリアになるような調査設

計をするのが非常に重要なポイントです。それに必要な期間が、例えば 3 年以上必要であ

ればそれはきちんと取らないと、3 年でやめてしまえば今までの成果が無駄になってしま

う可能性さえあるので、もっと短くても大丈夫なものであればそういった形でやるとか、

その辺はフレキシブルにきちんと目的を考えて、それぞれの分類群で調査設計するのがい

いのかなと思います。 

【田中座長】 

 今までの委員の御発言のところで、何か事務局からございますか。 

【環境省/會田補佐】 

 ありがとうございます。まず赤松委員から、稼働中は定点調査ではなく、垂下式の工事

と同じように、船舶からの垂下式でよいのではないかという御提案をいただきましたので、

次回に修正案をお示ししたいと思います。 

 海の付着生物のモニタリングの中で、併せて水中音を定点で測定する、カメラと併せて

音も測定してはどうかと御提案いただいたところは次回修正案をお示ししたいと思います。 

 島先生からいただきました、3 年間で終わりの期間をチェックする仕組みにするのかと

いう点、これは次回、データを集めてから追加的な環境保全措置を講じるのかという観点

と、モニタリングの終期をどうするかということ、要はデータを取った後の次のサイクル

の話を次回の議題で用意しております。もちろん場合によっては、その検討結果からこち

らの記載にフィードバックすることになるかもしれませんが、そこで併せて御議論いただ

くのがよろしいのかなと思います。若松委員からいただいたように海外の事例なども踏ま

えて、どれぐらいでモニタリングの終期を判断すべきかという点は少し情報を集めて次回

お示ししたいと思います。 

 島委員からもう一つ、海中構造物による生物相が生まれる前のビフォーのところも、底

生生物については情報を収集しておく必要があるということでした。こちらは国が行う事

前の環境調査で、このモニタリングに底生生物の事前の情報という形で調査できるように

していきたいと思います。 

 最後に若松委員から、目的に応じた調査期間なり調査設計が重要ということで、私たち

の今回の事務局案でもそこを意識して作りましたとお話ししましたが、この期間に関して

も目的を達成できるのかどうか、また次回、修正案をお示ししながら御議論いただければ

と思います。 

【田中座長】 

 回答した内容について追加で確認をさせていただきたいという委員がいらっしゃるかと

思いますが、いかがですか。 
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【赤松委員】 

 情報共有だけ。加藤委員から、これから本当に沖合で調査できるのかという投げかけが

ございました。これは私たちも非常に深刻に考えていて、今までのようなやり方、研究レ

ベルのやり方は事業になじまないので、できるやり方を提案していかなければいけないと

思っています。一つ参考になるのが国際海底機構の深海底鉱物資源の開発規則で、2000ｍ

から 3000m のところで 1 年間音を測れと書いてあります。これは本当にできるのかと思っ

ていますが、JOGMEC はやろうとしているというか、一部実際にやっています。私も裏でお

手伝いしているのですが、そういった情報は、特に沖合浮体式については参考になるかも

しれませんので、後でまた共有させてください。 

【田中座長】 

 今の点は、加藤委員からの EEZ のような海域でどうするのかという御指摘についてでし

た。今回のガイドラインは時間が無いこともあり、全ての海域にというよりは、事業計画

が進捗しつつある着床及び比較的沿岸に近い浮体を対象に、ひとまず第 1 版を作るという

ことにしてはいかがでしょう。続けてさらに知見が集まった段階で第 1 版を改訂して第 2

版にする、あるいは、より深海のところを追加していくという形もあるのかなと思います。

今回のガイドラインはここで確定して完成版として終わりということではなく、むしろ今

後も追加的に少しずつ変えて、現実に合うもの、使い勝手のよいものにしていく、そうい

う整理もあると思います。それは検討してみてください。 

 ほかの委員の方いかがでしょうか。よろしいですか。特に後半の具体的な調査手法等に

ついて、追加の御意見がございましたら、ぜひ事務局にお寄せください。私も気がついた

ことがありますので、また後ほどでも連絡させていただきます。 

 さて、予定の時間を 15分ほど回ってしまいました。申し訳ございませんでした。本題の

審議についてはここまでにさせていただきます。 

 それでは事務局にお戻しします。よろしくお願いします。 

 

3.閉会 

【事務局/黒川】 

 田中座長、委員の皆様、活発な御意見をどうもありがとうございました。閉会に当たり、

環境省 環境影響評価課の川越課長より一言いただきたいと思います。 

【環境省/川越課長】 

 本日は貴重な御意見、御助言をいただきまして、誠にありがとうございました。非常に

たくさんの御指摘をいただいたと思います。1 つが環境影響評価と事後モニタリングの関

係、その辺の整理が必要だというところから始まって、その次にはモニタリング手法の妥

当性をどのように考えていくか。その際には事業予見性とか、今お話のあった事業の実施

可能性、さらにはモニタリングの目的を達成する上で必要な手法や期間、そういったもの

をどう考えるかの整理が必要ということかと思います。そして最後に、モニタリング結果
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を誰がどのような方法で評価していくのか。そういった点も大きな論点として示されたか

と思います。これらにつきまして、第 3 回に向けてこちらでも整理をさせていただきたい

と思いますが、引き続き、途中途中でも御助言をいただきながら進めてまいりたいと思い

ますので、今後とも何とぞよろしくお願いします。本日はありがとうございました。 

【事務局/黒川】 

 ありがとうございました。事務局の不手際で時間がオーバーしてしまい、申し訳ござい

ません。御迷惑をおかけいたしました。皆様からいただいた御意見をまとめまして、引き

続き検討を進めさせていただきたいと思います。 

 次回第 3回の検討会につきましてはまた後日、改めて御連絡をさせていただきます。 

 以上をもちまして、「第 2回洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会」を閉

会いたします。皆様、長い時間にわたりまして、ありがとうございました。 

（了） 


